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　今月も「科学技術動向」をお届けします。
　科学技術動向研究センターは、約 2000 名の産官学から成る科学技術
人材のネットワークを持ち、科学技術政策において重要な情報あるいは
意見の収集を行い、また科学技術予測に関する活動も続けております。
　月刊「科学技術動向」は、科学技術動向研究センターの情報発信手段
の一つとして、2001 年4月以来、毎月、編集・発行を行っています。意
識レベルの高い科学技術関係者の方々、すなわち、科学技術全般に関し
て広く興味を示し、また科学技術政策にも関心をお持ちの方々に読んで
いただけるものを目指しております。「トピックス」では最近の科学技術
および政策から注目される話題をとりあげ、また、「レポート」では各国
の動向や今後の方向性などを加えてさらに詳しく論じています。これら
は、科学技術動向研究センターの多くの分野のスタッフが学際的な討議
を重ねた上で執筆しています。「レポート」については、季刊の英語版の
形で海外への情報発信も行っています。
　今後とも、科学技術動向研究センターの活動に有効なご意見を読者の
皆様からお寄せいただけることを期待しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　文部科学省科学技術政策研究所
　　　　　　　　　　　　　　科学技術動向研究センター　センター長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奥和田　久美
【連絡先】〒１００－００１３　
　　　　  東京都千代田区霞が関３－２－２ 中央合同庁舎第７号館東館１６Ｆ
【電　話】０３－３５８１－０６０５【FAX】０３－３５０３－３９９６
【 U R L 】http://www.nistep.go.jp
【E-mai l】stfc@nistep.go.jp
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき「科学技術
動向・月報一覧」でご覧いただけます。
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ノロウイルスによる食中毒・感染症
－我が国における発生状況とその対策について－
　近年、食にまつわる安全管理において、ノロウイルスが注視されている。食中毒だけで
はなく、感染者の排泄物を介した伝播により罹患者が多くなる傾向にあることと、ノロウ
イルスの微生物学的特性として培養細胞を用いた感染性ウイルスの増殖ができず、必要十
分な発生予防対策を見出せなかったことが、注視されている理由である。有効な抗ウイル
ス剤やワクチンなど予防・治療法も開発されていない。
　ノロウイルスは、ヒトの腸管のみで増殖可能なヒト由来の微生物である。ヒトが高密度
で存在し、長期間感染性を保つ水環境があれば、継続して存在する。ノロウイルスによる
食中毒・感染症を予防するためには、ヒト、食品、および下水・河川・海水を対象とした
ウイルスの制御が必要である。具体的対策として、個人の徹底した衛生管理による生活環
境中からのウイルスの排除、およびヒト、食品や下水などに存在するウイルスの検出法と
除去・不活化法の開発が挙げられる。
　今後、ノロウイルスの制御には、ヒトに対する病原性を解明し、培養細胞を用いた感染
性ウイルスを得るための実験系や感染動物モデルの構築といった基礎研究が必要不可欠で
あり、微生物学、公衆衛生学、食品衛生学、水道工学などの分野を横断し、行政機関、大
学を含む研究機関、医療関連機関や関連事業者の一丸となった推進が必要である。
ノロウイルスのヒトへの感染経路
出典：厚生労働省、国立感染症研究所の資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
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日本の危機としてのIT人材問題
　「IT人材」と呼ばれるようになった「情報技術者」の不足が、以前にも増して激しく叫ば
れつつある。これには過去の危機説に無い「IT人材不足により日本が衰退する」という国
家の真性の危機としての特徴がある。これから必要とされていく IT技術は、従来の「既存
の人間システムを自動機械で置き換える技術」ではなく、ハードウェア・ソフトウェア・ネッ
トワークの進化を受けて経済的競争力のために「イノベーションを起こす新しい社会・技
術システム」を生み出す技術に変化してきている。多くの産業分野が「IT産業化」し、情報
システムによりサービスの品質が決定される状況となっているからだ。
　現在、日本においては、従来型 IT人材の育成さえ十分に機能しておらず、IT業務のオ
フショアが進み始め「IT鎖国の終焉」と、それに伴う、弱体 ITベンダーの窮地が語られ始
めている。反面、米国、インド、韓国、中国などにおいては、すでに国を挙げた産学官に
よる高度 IT人材育成の努力が行われている。日本は出遅れ、いくつかの動きがようやく
見え始めたという段階である。日本が米国と互角なレベルに達することは無理であっても、
少なくとも IT 以外の産業の競争力維持のために、高度 IT 人材を育成しなければならな
いだろう。
　高度 IT 人材育成を国家的な急務、内閣の IT 戦略の最重要課題として推し進めるべき
である。また、政府は言うに及ばず、日本社会の総力を挙げて、この危機に対処しなくて
はならない。
科学技術動向
概　要
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　2008 年 6 月18 ～ 20 日、 ドイツのドレスデンで
International Supercomputing Conference (ISC’08)
が開催され、会期中に世界で初のペタFLOPS注 1）を超え
た性能のスー パーコンピュータの発表がなされた 1)。こ
うしたペタスケールクラスのスー パ コーンピュータを獲得
し研究開発に活用しようとする動きは今や世界的に進
められている。この ISC’08で、欧州は、多くの国々が
一丸となって推進している状況を報告した。
　「欧州スー パーコンピュータシステム」の配備計画は、
欧州の科学者・技術者に世界最高クラスのスーパーコ
ンピュータを国を超えて提供するものである。推進役
は PRACE コンソーシアム (Partnership for Advanced 
Computing in Europe 以下、PRACE)である2)。PRACE
は、2008 年1月1日に正式発足し、現在は 16カ国の
研究組織の代表が参画している。主に実行計画の作成
に注力し、5月にはユー ザ要求を満たすアー キテクチャの
検討が、そしてグリッドインフラストラクチャDEISA2注 2）
との連携強化などが着実に進められている。
　ここに至る経緯としては、2006 年 6月に欧州の11カ
国の高性能コンピューティング (HPC) 関係の専門家で
構成するHPC in Europe Taskforce（HET）が発足し、
HET は、ペタFLOPS クラスのコンピュー ティング能力
をもつリソ スーが欧州の競争力強化のために必要である
と訴えた。そして、HET は、欧州全体のHPC センター
を、システム性能の高低から右図に示す最上位層 (Tier‐
0)、中間層 (Tier‐1)、および最下位層 (Tier‐2) の3 階
層に分け、Tier‐0 には欧州各国を超えて用いられるペタ
FLOPS クラスの性能を有するシステムの配備とその活用
を必須のものとして位置づけた( 図表 )。彼らの検討結果
は、2007年1月から開始された第 7 次欧州研究開発フ
レ ムーワーク（FP7）のインフラストラクチャ計画でもスー
パ コーンピュー タシステムの配備として採り上げられてい
る 3、4)。
　PRACE の役割は、このうちの Tier‐0 のシステムの
配備と活用の推進である。Tier‐0としては、3 ～ 5 の
センターが予定されている。現在、PRACE は、2009
～2010 年の Tier‐0 システムの運用準備として、ペタ
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トピックス 1　「欧州スー パ コーンピュー タシステム」の配備計画の進行
　ペタスケールクラスのスーパーコンピュータを研究開発に活用する動きは、世界的に進められて
いる。欧州では、16 カ国の研究組織の代表で構成する PRACE コンソーシアムが「欧州スーパーコン
ピュータシステム」の配備計画を進め、欧州の科学者・技術者へのペタ FLOPS クラスのシステムの配
備とその活用の推進を行っている。現在、2009 ～ 2010 年のシステム運用準備として、試作機の調
達と、選定アプリケーションプログラムの移植や最適化、およびペタスケールへの拡張などの技術
的な検討を行っている。また、2010 年以降のマルチペタ FLOPS システムをねらった Advanced HPC 
Technology Platform も検討している。
注1：FLOPS（フロップス）とは、コンピュータの処理
速度を表す単位であり、ペタFLOPS（フロップス）は1
秒間に1千兆回の浮動小数点演算を行うコンピュータ
能力。
注2：DEISA2（Distributed European Infrastructure 
for Supercomputing Applications）とは、スーパーコ
ンピューティング用の分散型の欧州インフラストラ
クチャである。欧州の主要な国立HPCセンターの連
合体であり、欧州全域を視野に入れた持続的で実用
可能な分散コンピューティング環境の構築と運営を
行っている。2008年5月には、FP7でさらに3年のファ
ンド獲得が報道されている。
FLOPSシステムに向けた試作機の調達、選定されたア
プリケーションプログラムの移植や最適化、およびペタ
スケ ルーへの拡張などの技術的な検討を行っている。ま
た、2010 年以降のマルチペタFLOPSシステムをねらっ
た Advanced HPC Technology Platform (AHTP) も
検討している。
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᧤ 2᧥ᇬ4)ት⪉቎⇫㒟᧥参考文献 2、4）を基に科学技術動向研究センターにて作成
欧州の HPC センター連携
参　考
　1)　TOP500 : http://www.top500.org/
　2)　PRACE : http://www.prace-project.eu/
　3）　「欧州におけるぺタスケールコンピュー ティングの
動向」、科学技術動向 No.79,2007 年10 月号
　4）　HET :  http:/ /www.hpcineuropetaskforce.
eu/deliverables
すでにグリッド（DEISA
でセンター間が連携
5Science & Technology Trends   July  2008
 情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
トピックス 2　音声認識・検索技術のWeb上での公開実験
参　考
1)　（独）産業技術総合研究所プレス・リリー ス：http://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2008/pr20080612/pr20080612.html
　音声情報を自動でテキスト化できれば、音声情報の内容も検索が可能となる。2008 年 6 月 12
日、(独) 産業技術総合研究所は、インターネット上にある日本語の音声データを文字情報に自動変換して
の全文検索サービス「Pod Castle（ポッドキャッスル）」を Web 上で一般公開し、音声認識・検索技術向
上への実証実験を始めた。元の音声データと自動変換された文字情報を公開し、不特定多数のユーザー
に誤認識を訂正してもらい、その結果を学習・反映させることで、性能の向上を図る。開発した音声認識・
検索技術を実用化し、Web サービス、コールセンター、議事録作成などへの応用に展開する予定である。
　( 独 ) 産業技術総合研究所は、2008 年 6 月12 日よ
り、インターネット上にある日本語の音声データを自動
的に文字変換して、その文字情報を対象とした全文検
索サービス「Pod Castle（ポッドキャッスル）」（http://
podcastle.jp）をWeb 上で一般公開し、音声認識・検
索技術向上への実証実験を始めた。元の音声データと
自動変換された文字情報を公開し、不特定多数のユー
ザーに誤認識を訂正してもらう。その訂正結果を自動
学習させることで、音声認識性能と音声検索性能を向
上させる（図表参照）。
　インターネット上では、最近ポッドキャストと呼ばれ
る音声配信が増加し、内容もニュ スー、講座や解説、
ブログなど多岐にわたる。ポッドキャストは、iPod と
broadcast から連想された合成語であり、内容は一話
ごとに、エピソードと呼ばれる音声ファイル（通常は
MP3圧縮形式）に納められている。ポッドキャスティン
グ用のソフトがインストールされていれば、パソコンで
聞くことができ、また、個人や団体が容易に発信できる
ために、その数が増え続けている。しかし、音声その
ものを比較・検索する技術や、音声ファイル名自体を
検索する技術はあっても、音声認識の困難さから、音
声内容による全文検索技術は完成していない。今回の
様に、音声情報を自動でテキスト化（文字情報化）でき
れば、音声情報の内容についても検索が可能となる。
　現在の音声認識技術では、インターネット上の様々
な音声データ、特にくだけた会話などを認識する際の
誤認識が多く、次 と々出現する新しい言葉にも対応で
きていない。今回の実証実験は、多数のユーザーの協
力を得て、音声認識・検索技術の向上に役立てる。公
開された「Pod Castle」に、ユーザーがポッドキャスト
を登録すれば、その音声情報が直ちに自動認識され、
元の音声情報と同時に認識された文字情報が公開され
る。この公開情報をもとに、さらに多くのユーザーが
誤認識を訂正し、編集できる仕組みになっている。7
月22 日時点で登録されているポッドキャスト数は406、
含まれるエピソ ドーは 23,940 個でそのうち訂正済みの
エピソ ドーは 831 個となっている。ユーザーの訂正結
果を学習し、さらに、インターネット上の記事から、新
語、時事用語、芸能人名などの新しい言葉の自動学習
も併用して、音声認識辞書の登録語彙を増やす。現在
の Pod Castle の音声認識辞書には、約 16 万 5 千語
が登録されており、自動学習により日々増え続けている。
　この研究で開発した音声認識・検索技術を、産業界
と連携して実用化し、Web サービス、コールセンター、
議事録作成などの様々な応用に展開する予定である。
また、テレビ放送の字幕付与にも応用が期待される。
公開された「Pod Castle」の仕組み
提供：(独) 産業技術総合研究所
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　カーボンナノチューブ（CNT）は、その機能性の広さから多分野での使用が期待されているが、その
一方で、環境や生体への影響を懸念する意見もある。そうした中、国立医薬品食品衛生研究所と東京
都健康安全研究センターの研究グループ、およびエジンバラ大学を中心とする研究グループは、相次
いで多層カーボンナノチューブ（MWCNT）が健康障害を及ぼす可能性があると報告した。エジンバラ
大学のグループの実験では、マウスに長短の MWCNT などの試料を投与したところ、CNT が引き起
こす障害にはその長さが関係している可能性が高いことが判明した。
トピックス 3　カ ボーンナノチュー ブの長さと健康障害との関係
　カーボンナノチューブ (CNT) はグラファイトの
層（グラフェン）が管状に形成された物質であり、
単層の SWCNT や多層の同心円状の MWCNT があ
る。その軽量性、機械強度、電気特性、温度特性な
どを生かしたさまざまな用途が、エレクトロニクス
をはじめとする多くの分野で期待されている。その
一方で、CNT はじめナノマテリアルの環境や生体
への影響を懸念する声もあり、その有害性を定量
的に評価する手法の確立が急務となっている 1）。
　そのような状況下、2008 年 2 月に国立医薬品食
品衛生研究所と東京都健康安全研究センターの研
究グループは、MWCNT がクロシドライト（青石綿）
と同様な健康障害を起こすとの報告を行なった 2）。
この報告によると、MWCNT 投与群ではクロシド
ライト投与群よりも死亡率が高く、肉芽腫の形成
による腹膜癒着などの病変もより重度であった。
　その後 2008 年 5 月、エジンバラ大学を中心
とする研究グループは、マウスを用いた実験で、
MWCNT がアモサイト（茶石綿）と同じような健康
障害を及ぼす可能性があると報告した 3）。マウス
の腹腔の中皮に、長短各 2 種の MWCNT、長短 2
種のアモサイト、そしてカーボンブラックを各々
50μg 投与し、24 時間後に炎症反応、7 日後に病
変を解剖して確認した。炎症反応は、腹腔内のタ
ンパク質と多核白血球数により評価し、病変につ
いては、異物巨細胞数と組織観察による病変領域
の大きさで評価した。その結果、長い MWCNT と
長いアモサイトの投与群に慢性的炎症が引き起こ
結果例：試料形状による病変領域の違い
参　考
1)　科学技術動向 No.84 2008 年 3 月号「ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組み」
2)　Takagi A., et al., “Induction of mesothelioma in p53+/- mouse by intraperitoneal application of multi-wall carbon 
nanotube”,J. Toxicol. Sci. Vol.33(1), 105-116(2008)
3)　Poland C.A., et al., “Carbon nanotubes introduced into the abdominal cavity of mice show asbestos-like pathogenicity in a 
pilot study”, Nature Nanotechnology. Online 20 May 2008. doi:10.1038/nnano.2008.111
参考文献 3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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絡まった繊維状
（専門家ネットワーク　都河 龍一郎氏の投稿による）
され、また肉芽腫の形成が見られた。他方、短い
MWCNT と短いアモサイト、そしてカーボンブラ
ックでは、そのような障害は見られなかった。つ
まり、カーボンナノチューブが引き起こす障害に
は、その長さが関係する可能性が高いことが判明
した（図表）。研究グループは、マクロファージの
取り込み可能な長さと投与された試料の長さが関
係しているのではないかと考えている。
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トピックス 4　国際エネルギー機関による2050 年までのエネルギー技術展望
　2008 年 6 月、国際エネルギー機関（IEA）は、｢ エネルギー技術展望 2008 (ETP2008)｣ を発表した。
G8（主要国首脳会議）からの要請に応えたもので、2050 年までに世界全体として実現すべきエネルギ
ー技術の展望を、2 段階のシナリオを用いて提示している。必達すべき ｢ACT MAP シナリオ ｣ は、実現
性の目途が得られた技術を用いて世界の2050 年のCO2 排出量を2005年レベルに戻すことを目標とし、
2050 年までに必要となる追加投資額を 17 兆米ドルと見積もっている。さらに目標を強化した ｢BLUE 
MAP シナリオ ｣ は、実現性の目途がまだ得られていない将来の新技術も導入し CO2 排出量を 2005 年
に比べて半減させるもので、必要な追加投資額を 45 兆米ドルと見積もっている。本報告書は、不確実
な将来技術を迅速かつ効率的に見極めていく必要性を示し、国の枠組みを超えた連携と政策誘導無し
ではエネルギー変革が果たせないことを述べている。
　2008 年 6月、国際エネルギー機関（International 
Energy Agency, IEA）は、｢ エネルギー技 術展 望
2008 (Energy Technology Perspectives 2008、
ETP2008)｣ を発表した。
　ETP2008 は G8（主要国首脳会議）からの要請に応
えた報告書であり、将来のエネルギー社会の変革の方
向性を各国の政策決定者に提供することを目的としてい
る。この報告書では、2050 年までに世界全体の総量と
して実現すべきエネルギー技術の展望を、CO2 削減ポ
テンシャルと必要なコストの関係から、2 段階のシナリ
オを用いて提示している。
　まず必達すべきシナリオとして提示されているのが
｢ACT MAP シナリオ｣ である。これは、既存あるいは
実現性の目途が得られた技術を用いて、世界の 2050
年の CO2 排出量を2005 年レベルに戻すことを目標に
したシナリオである。CO2 排出量を1トン削減するため
の追加的費用が 50 米ドル以下の廉価な技術を普及させ
ることが、このシナリオの鍵であるとされている。エネ
ルギー消費効率向上技術では、建築物や電気機器など
の効率を年率 1.4％で改善していく必要があるが、エネ
ルギー使用量削減に伴うコスト低減が見込める魅力的
な技術領域である。また発電技術では、実用化が加速
している太陽光発電や、実証試験フェ ズーに入った CO2
回収隔離技術を一体化した石炭火力発電などに取り組
むことが効果的とされている。このシナリオ全体で必要
となる追加投資額は、現在から2050 年までに17 兆米
ドル（年平均で約 4000 億米ドル）と見積もられており、
これは全世界の GDP の 0.4％に相当する額である。
　｢ACT MAP シナリオ｣ を踏まえてさらに目標を高く
設定したもう一つのシナリオとして、｢BLUE MAP シナ
リオ｣ が提示されている。これは、世界の 2050 年の
CO2 排出量を2005 年に比べて半減させるシナリオで
あり、2007年のハイリンゲンダム・サミットで今後の継
続論議が合意された内容に相応する。このシナリオは、
実現性の目途がまだ得られていない新技術を含め、多く
参　考
1)　IEA プレスリリース、2008 年 6 月 6 日：
http://www.iea.org/Textbase/techno/etp/index.
asp 
参考文献 1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
シナリオ達成に必要な重要エネルギー技術
の将来技術を導入しなければ達成できない。これらの
新技術では、CO2 排出量を1トン削減するための追加
的費用は、商業化を想定しても200 ～ 500 米ドルと、
｢ACT MAP シナリオ｣ の技術に比べて4 倍以上のコス
トがかかる。新技術の具体例には、第二世代バイオ燃
料、洋上および地上風力発電、電気自動車・燃料電池
自動車やさらなる CO2 回収隔離技術の拡大普及などが
挙げられている。このシナリオ全体で必要となる追加投
資額は、現在から2050 年までに45 兆米ドル（年平均
で 1兆 1000 億米ドル）に達すると見積もられ、これは
全世界の GDP の1.1％に相当する額である。
　また、シナリオを推進するために不可欠な政策オプ
ションとして、エネルギー消費効率向上技術を普及さ
せるための効果的な規制、研究開発・実証にコストが
かかる新技術を進展させるための長期にわたる経済
的インセンティブ、さらに世論やグローバルな連携を
牽引するための強力なリーダーシップなどの必要性
についても強調している。
　本報告書は、まだ不確実な多くの将来技術を迅速か
つ効率的に見極める重要性を述べており、それは国の
枠組みを超えた連携と政策誘導なしでは実現できない。
供給サイド 需要サイド
CO2 回収隔離技術一体型化石燃料発電 建築物および電気機器のエネルギー効率改善
原子力発電 ヒートポンプ
洋上および地上風力発電 太陽熱暖房給湯
バイオマスガス化複合発電(BIGCC)および混合燃焼 輸送部門のエネルギー効率改善
太陽光発電システム 電気自動車およびプラグイン・ハイブリット自動車
集光型太陽熱発電 燃料電池自動車
石炭ガス化複合発電システム（IGCC) 産業部門の CO2 回収隔離技術、水素および燃料転換
石炭超々臨界発電（USCSC) 産業部門モーターシステム
第二世代バイオ燃料 　－
科 学 技 術 動 向　2008年 7月号
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　一級河川のうち中小河川と呼ばれる都道府県が管理する区間では、洪水に対する安全性の評価を行
うための基本的な情報である河川の測量が十分には実施されていない。国土交通省では短期間で広範
囲、高密度の地表面三次元データが得られる航空レーザー測量を実施して測量空白区を解消し、河川
の安全性を評価・公表する「L P プロジェクト」を 2005 年より実施してきた。今般、109 ある一級水系
について、都道府県管理区間も含めた治水安全度の情報の公表を開始した。
トピックス 5　治水安全度の評価に航空レーザー測量を活用
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横断測線
横断測線
レーザー計測点 2 点
（点線）から内挿して
標高値を算出
レーザー計測点
　2008 年 4月、国土交通省河川局は一級水系における治
水安全度評価情報の公表を開始した。2004 年の水害に
より全国各地で堤防決壊など甚大な被害が発生したことか
ら、同省では、全国の一級水系において航空レーザー測
量1）（図表1）を活用し、治水安全度を評価し公表する「Ｌ
Ｐプロジェクト」 2）を2005年にスター トさせた。現在までに、
109ある一級水系のうち40水系の評価結果を公表してお
り（2008 年7月現在）、他の水系についても順次公表する。
　一級河川の管理は国と都道府県が行っているが、中小
河川と呼ばれる都道府県の管理区間においては、国管理
区間では行われている、洪水に対する安全性評価のため
の基本的な情報である現況測量が十分には実施されてい
ない。国土交通省河川局では、測量空白区の解消を図る
ために、短期間で広範囲・高密度に地形データを得られ
る航空レーザー測量を採用した。
　航空レーザー測量は、航空機に搭載したレーザー測距
装置から地上に向けてレーザ パールスを発射して戻ってく
る時間差で距離を求め、ＧＰＳ受信機で航空機の位置を
測定し、IMU（慣性計測装置）によりレーザー光の方向補
正を行うという3 つの技術を取り入れている。今回行っ
た計測密度は 2 ｍピッチであり、計測精度は水平方向に
±30ｃｍ、鉛直方向に±15ｃｍである。
　LP プロジェクトは、航空レーザー測量から得たデー
タを基に、国土技術政策総合研究所の開発した「中小河
川治水安全度評価システム」により河川の安全性を評価・
公表するものである。このシステムでは、航空レーザー
測量で得られた三次元データを基に不整三角形網モデル
（Triangulated Irregular Network：TIN）を用いて河川の
断面図を100ｍピッチで自動作成する（図表2）。さらに、（独）
土木研究所が開発した「アメダス確率降雨計算プログラム」
から求めた降雨データを利用して洪水時の流出量を計算
し、河川の流下能力（治水安全度）を評価するものである。
　航空レーザー測量から作成した河川断面図は、レーザー
が水面で反射するため水面下が計測できないことなどか
ら、河川流下部分の断面が多少小さくなる傾向にある。し
かし、早急に治水安全度を評価・公表することの防災対
策への寄与を優先させることから航空レーザー測量を採用
した。
　中小河川の治水安全度に関して、より客観的で正確な
認識が醸成され、中小河川が流れる地域における水害リス
クの着実な低減や実効的な危機管理の実施につながって
いくことが期待されている。
参　考
1)　航空レーザー測量、国土地理院：http://www1.gsi.go.jp/geowww/Laser_HP/senmon.html
2)　国土交通省、L P プロジェクト：http://www.nilim.go.jp/lab/rcg/newhp/seika.files/lp/index.ht l
3）  土木技術資料、（財）土木研究センター、48-8、p36-p41、河川の整備状況評価の中小河川を含む水系全体への展開 (2006)
出典：参考文献 2）
図表 1　航空レーザー測量の概念
出典：参考文献 2）
図表 2　TIN による河川横断図作成
不整三角形網 (TIN) 生成
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　2008 年 6 月 11 日、米航空宇宙局 (NASA) のガンマ線大口径宇宙望遠鏡衛星 GLAST( グラスト ) が、
米国フロリダ州のケープ ･ カナベラル空軍基地からデルタ II ロケットで打ち上げられた。日本、イタ
リア、フランス、スウェーデンおよびドイツの研究機関が衛星開発に参加した。最も高いエネルギー
領域の電磁波であるガンマ線は、高エネルギーの物理現象で生成されるため、ガンマ線望遠鏡で見た
宇宙は、肉眼で見るのとは全く異なる姿になる。主要観測装置であるガンマ線大口径望遠鏡 LAT は、
ガンマ線から対生成される電子・陽電子対の飛跡を検出器で測定してガンマ線源の位置を特定できる
とともに、これら粒子のエネルギーをカロリメータで測定してガンマ線のエネルギーを計測できる。
飛跡検出器には、広島大学が設計し、浜松ホトニクス株式会社が製作した高性能半導体センサー約 1
万枚が使用され、従来の約 30 倍の観測精度が実現している。
トピックス 6　国際ガンマ線天文衛星の打上げ
　米航空宇宙局 (NASA) のガンマ線大口径宇宙望
遠 鏡 衛 星 GLAST (Gamma-ray Large Area Space 
Telescope) が 2008 年 6 月 11 日 16 時 (UT)、米国
フロリダ州のケープ ･ カナベラル空軍基地からデル
タ II ロケットにより高度約 560km の地球周回軌道
に打ち上げられた。
　太陽は、可視光で見ると、温度約 6000 度の表面
に顕著な活動は見られず、黒点が識別できる位であ
るのに対し、X 線で見ると、温度が百万度を超える
太陽コロナでフレアなどの活発な現象が現れる。ガ
ンマ線は、最も高いエネルギー領域の電磁波であり、
高エネルギーの物理現象で生成されるため、ガンマ
線望遠鏡で見た宇宙は、可視光で見るのとは全く異
なる姿になる。ガンマ線望遠鏡で見た太陽は、フレ
ア発生時を除き、暗い。
　太陽の数百万から数十億倍の質量を持つブラック
ホールによって異常に明るく輝く銀河中心部の活動
銀河核、数秒から数分間のガンマ線発光現象で、寿
命約 100 億年の太陽が一生かけて生成するのと同量
のエネルギーを放出するガンマ線バースト、質量が
太陽の約 8 倍以上の恒星が超新星爆発を起こした後
に残る超高密度の中性子星の重力場 ･ 電磁場が引き
起こす物理現象、起源が未だ特定されていない宇宙
線などが GLAST により研究できる。
　ガンマ線は X 線より波長が短く集光鏡を応用す
るのが困難なため、従来は精度の良い観測ができな
かった。主要観測機器であるガンマ線大口径望遠鏡
LAT (Large Area Telescope：図表参照）は、高エ
ネルギーのガンマ線から電子およびその反物質であ
る陽電子の対が生成されること ( 対生成 ) を利用し
て、電子 ･ 陽電子の飛跡を検出器で測定してガンマ
線源の位置を特定できるとともに、これら粒子のエ
ネルギーをカロリメータで測定することにより入射
ガンマ線のエネルギーを計測できる。飛跡検出器に
は、広島大学が設計し、浜松ホトニクス株式会社が
製作した高性能半導体センサー約 1 万枚が使用され
ており、従来の約 30 倍の観測精度が実現している。
　GLAST は、NASA と米エネルギー省 (DOE) との
共同プロジェクトであり、日本、イタリア、フランス、
スウェーデンおよびドイツの研究機関が開発に参加
した。日本からの参加機関は、広島大学、東京工業
大学および（独）宇宙航空研究開発機構 (JAXA) 宇宙
科学研究本部 (ISAS) であり、文部科学省 ( 科学研究
費 )、高エネルギー加速器研究機構 ( 日米科学技術
協力事業 ) および理化学研究所から支援を受けた。
電子 ･ 陽電子対生成
入射ガンマ線
出典：NASA
参　考
1)　ISAS トピックス ｢ グラスト（GLAST）国際ガン
マ線天文衛星打ち上げ ｣：
http://www.isas.jaxa.jp/j/topics/topics/2008/0612.
shtml
2)　広島大学お知らせ ｢ 高性能センサーを搭載したガ
ンマ線天文衛星が NASA から打上げられました ｣：
http://www.hiroshima-u.ac.jp/top/news_info/
index.html?id=4056
ガンマ線大口径望遠鏡
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科学技術動向研究
ノロウイルスによる食中毒・感染症
－我が国における発生状況とその対策について－
重茂　浩美
ライフサイエンスユニット
　我が国においては近年、社会経
済の発展と科学技術の進歩によ
り、食を取り巻く環境は大きく変
化している。食品の流通は広域化
かつ国際化し、一方では製造・加
工技術の発達によって多種多様な
食品が流通し、我々の食生活は多
様化が進んでいる。しかし、その
反面、牛海綿状脳症（BSE）の発生、
輸入農作物からの残留農薬の検
出、輸入食品や食器からの有害化
学物質の検出、安全性が確認され
ていない遺伝子組換え作物の食品
への混入、食品の産地や成分の偽
装表示など、国民の食に対する不
安が顕在化しており、さらには新
興の病原微生物による大規模な食
中毒の発生といった公衆衛生上の
問題も浮上している。
　食にまつわる安全管理におい
て、近年、ノロウイルスが注視さ
2  ノロウイルスの微生物学的特徴 1、2) ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
れている。その主な理由として、
当ウイルスが食品からヒトへ伝播
する、いわゆる食中毒だけではな
く、感染症として感染者の排泄物
を介して伝播することにより、そ
の罹患者が多くなる傾向にあるこ
とが挙げられる。また、主たるも
う 1 つの理由として、当ウイルス
の微生物学的特性、すなわち、培
養細胞で人工的にウイルスを増殖
できないことが研究の障壁とな
り、生活環境中での存在様式や感
染性の消失に関する情報がこれま
で十分に蓄積されず、必要十分な
発生予防対策を見出すに至らな
かったことが挙げられる。近年、
ノロウイルスによる食中毒あるい
は感染症の大規模発生事例が世界
的に顕著になっていることもあ
り、現在は当ウイルスを制御する
ための様々な研究開発が精力的に
進められているものの、その研究
開発は途上にある。この点で、サ
ルモネラ菌属などに起因する食中
毒のように、古くからその病態が
明らかにされ、科学技術上の発生
予防策がすでに確立しているもの
とは対照的であるといえる。
　上記の状況から、ノロウイルス
による食中毒および感染症の予防
策を講じることは、今後の世界
の公衆衛生の向上に大きく貢献す
る。ノロウイルスに対する新規の
制御法を開発することは、微生物
学的観点からも貴重な研究成果と
なる。本稿では、ノロウイルスに
よる食中毒および感染症に焦点を
当て、その発生状況を分析すると
ともに、当ウイルスの制御に関す
る我が国の研究開発動向を紹介
し、今後の発生予防対策を考える。
２‐1
名　称
　 ノ ロ ウ イ ル ス（Norovirus）は
1968 年、 米 国 オ ハ イ オ 州 ノ ー
ウォークの小学校にて集団発生し
た胃腸炎患者から発見されたウイ
ルスである。電子顕微鏡で観察さ
れる形態学的分類で SRSV、小型
球形ウイルス（図表 1）、あるいは
ノーウォーク様ウイルスという名
で呼ばれてきた。2002 年の夏、
国際ウイルス命名委員会において
ノロウイルスという名称が決定さ
れ、世界で統一されて用いられる
ようになった。
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２‐２
構造と種類
　ノロウイルスは表面がカップ状
であり、1 種類の外殻構造蛋白と、
内部に 1 本鎖の RNA を遺伝子と
して持つ（全体をウイルス粒子と
いう）。ウイルスの構造は単純な
ものの、その遺伝子は多様性を
持っていることが特徴である。遺
伝子型によって大きく GI と GII
の 2 群に分けられるが、その群の
それぞれが 15 と 18 あるいはそ
れ以上の遺伝子型に分類されてい
る。したがって、現時点では 30
種以上の遺伝子型のノロウイルス
が存在すると考えられている。ま
た上述のように、ノロウイルスは
1 本鎖の RNA を遺伝子として持
つことから、この種のウイルスに
よく見られる特性として、ウイル
スの遺伝子が変異を起こしやすい
と考えられている。よって、ノロ
ウイルスの新しい遺伝子型は、現
在もなお発見され続けている状況
であり、総じて当ウイルスの種類
は多いと言える。
２‐３
増殖様式と研究状況
　ノロウイルスはヒトの腸管のみ
で増殖すると考えられている。ヒ
トの腸管内で増殖した後は糞便と
共に大量に排出されることが明ら
かになっており、糞便 1 グラム当
たり数億個のウイルスを含むと考
えられている。
　ノロウイルスは、僅か 10 ～
100 個でヒトへの感染が成立す
る。ヒトに対して強い感染力を
持っている一方、ウイルス共通の
特徴として食品や環境中では増殖
しない。また、当ウイルスは河川
や海水において比較的長い間、感
染能力を保持していると考えられ
ている。以下の 2-4 で述べるが、
ノロウイルスと近縁のネコカリシ
ウイルスを代替とした実験による
と、4℃で 2 ヶ月間、室温で 2 週間、
37℃で約 1 週間程度、感染力を
保っていたことが明らかになって
おり、河川や海水はウイルスの温
床になっていると考えられてい
る。
　これまで、培養細胞（生体から
分離され、体外で増殖、維持され
ている細胞）を使って人工的にウ
イルスを増殖させたという報告は
なく、また実験動物を用いた感染
モデルについても現在、研究が進
められている状況である注 1)。し
たがって、増殖可能で、かつ感染
性のある自然な状態のウイルスを
採取することは未だできず、ウイ
ルスの動態やヒトへの病原性を詳
細に解析するための実験系も未だ
確立していない。このため、ヒト
体内や生活環境中での存在様式に
関しては不明な点が多い。加えて
ノロウイルスは、上述のようにそ
の構造が単純であるため、有効な
抗ウイルス剤を開発することが難
しい。その理由として、ウイルス
の構造蛋白の合成を阻害するよう
な薬物の開発を想定した場合、そ
の作用点と推測されるウイルスの
部位が限られることが挙げられ
る。さらに遺伝子型が多いため、
全ての遺伝子型に有効な抗ウイル
ス剤やワクチンを開発することは
困難な状況である。
２‐４
感染性
　上述のように、ノロウイルスは
培養細胞で増殖できないため、試
験管内での実験系が確立してい
ない。したがって、ノロウイルス
の感染性が消失する、いわゆる不
活化の条件については、当ウイル
スと近縁なウイルスを用いた実験
系によって推測されているのみで
ある。ネコカリシウイルスおよび
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図表 1　ノロウイルスの電子顕微鏡像
出典：国立感染症研究所 西尾治氏の提供による
直径 35 ～ 45nm の正二十面体である
注1： ブタオザル（pig-tailed macaque）を用いた感染実験で、サルにヒトと同
様の症状が報告されているほか、ブタで感染・発症が確認されているが、感染
モデルとして確立したものはない。
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3  ノロウイルスによるヒトの食中毒・感染症の特徴● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
イヌカリシウイルスを例に挙げる
と、両ウイルスは培養細胞での
実験系がすでに確立しているた
め、その実験で得られたウイルス
の不活化条件がノロウイルスのそ
れに外挿されている。両ウイルス
を用いた実験により、ノロウイル
スも 85℃以上で 1 分間以上の加
熱により、完全に不活化すると推
測されている。また、ノロウイル
スは塩素系薬剤にある程度の耐性
を持っていると考えられている。
ウイルス感染者の排泄物や身の回
りの生活用品に存在するウイルス
を不活化するためには、塩素濃度
1,000ppm 程度の次亜塩素酸ナト
リウムを使用することが推奨され
ている。具体的には、ウイルスを
不活化するために 1,000ppm の場
合 で 1 分、200ppm で は 5 分 間
の浸漬が必要であると考えられて
いる。また、糞便や吐物のように
有機物が多く含まれるものに対し
ては 1,000ppm 程度の濃度が適
切であると考えられている 3)。さ
らに、一般の消毒に使われている
70% エタノールについては、ノロ
ウイルスの不活化のために 5 分以
上の処理を要するとされており、
通常行われる噴霧のみでは完全に
不活化することができないとみな
されている。また逆性せっけんに
ついては、ほとんど不活化の効果
はないと考えられている。しかし、
せっけんを使った十分な手洗いは
ウイルスの除去効果があり、一般
的にウイルス感染の予防法として
は非常に有効である。
２‐５
検出方法
　2-3 で述べたように、ノロウイ
ルスはヒト糞便に多量に存在す
るため、そこに含まれるウイルス
粒子を電子顕微鏡で確認する方法
がこれまで主流であった。しかし
近年は、ノロウイルス遺伝子の塩
基配列が明らかになったことによ
り、遺伝子工学的手法を用いて、
ウイルス遺伝子やウイルスの構造
蛋白を検出する方法も用いられる
ようになった。これら検出方法の
特徴と課題点、改良の状況につい
ては 5-1 で述べる。
　上述したように、ウイルスの動態
や病原性に関する実験的知見は十
分ではない。以下に記載する内容の
多くは、ウイルス遺伝子の情報を基
にした解析によって、近年明らかに
なったものである。
３‐１
ヒトへの感染を
決定する因子
　ウイルスがヒトに感染する際には
まず、ヒトの細胞表面にウイルスが
結合する。この細胞表面のウイルス
結合部位を「レセプター」と呼ぶ。ノ
ロウイルスに関してはヒトの腸管上
皮細胞に存在する糖鎖がレセプター
になっていることが、ノロウイルス
構造蛋白を用いた実験により示唆さ
れている注 2）。この糖鎖はヒトの赤
血球上や唾液にも存在し、ヒトの血
液型を決める組織・血液型抗原とし
て知られている。したがって、ヒト
の血液型とノロウイルスの感染性と
は密接な関係があるものと推測さ
れ、解析が進められている 4、5)。
３‐２
ヒトへの感染経路
　ノロウイルスがヒトに到達し感染
するまでの道筋、いわゆる感染経路
は様々である。食品や水を介した感
染経路や、ヒト間での排泄物を介し
た経路も挙げられている。前者の場
合は食中毒として注 3）、また後者の場
合は感染症としてとらえられている。
　具体的な感染経路を以下、およ
び図表 2 に示す（以下の (1) ～ (4)
は図表 2 中の各数字に対応）6、7)。
（1) ノロウイルス感染者の排泄物
である糞便や吐物にはノロウ
イルスが含まれている。この
排泄物から人の手などを介し、
あるいは排泄物が乾燥し空中
に飛散することにより、近隣
のヒトへ感染する（感染症）。
感染者の糞便からのウイルス
の排泄は、患者の症状が消失
した後も 1 週間程度、長いと
きには 1 ヶ月程度続くと考え
注2：糖鎖とは、ブドウ糖などの単糖類が共有結合（グリコシド結合）によってつながりあったもので、蛋白質や脂質と
結合して存在する。2-3で述べたように、ノロウイルスは培養細胞で増えず、ウイルスからその構造蛋白を抽出すること
ができないため、この実験ではウイルス遺伝子の情報に基づいて、遺伝子工学的手法によりウイルス構造蛋白を人工的
に作成している。
注3：食中毒という用語は法律で定義されており、食品衛生法（最終改正：2006年6月7日、法律第53号）によると、「食品、
添加物、器具若しくは容器包装に起因した中毒」を、食中毒としている。
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※１ 図に示した経路は、ウイルス感染者を起点として示している。
※ 2 二枚貝を含む軟体動物や節足動物の中腸に開く腺様組織で、消化酵素を分泌して胃に送る働きがある。節足動物の
肝臓と膵臓に相当する機能を有した組織である。
図表 2　ノロウイルスのヒトへの感染経路
出典：厚生労働省 6)、国立感染症研究所 7) の資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
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ノロウイルス感染者の排泄物で
ある糞便や吐物にはノロウイル
スが含まれている。この排泄物
から人の手などを介し、あるい
は排泄物が乾燥し空中に飛散す
ることにより、近隣のヒトへ感
染する（感染症）。感染者の糞
便からのウイルスの排泄は、患
者の症状が消失した後も1週間
程度、長いときには1ヶ月程度
続くと考えられている。
ノロウイルスに感染した食品取
扱者などを介してウイルスが食
品に付着し、その食品を摂取し
たことにより感染する（食中毒）。
ここでいう食品取扱者とは、食
品の製造等に従事する者、飲食
店や学校などの集団給食施設に
おける調理従事者、家庭で調理
を行う者などを指す。
3
ノロウイルスに汚染された二枚
貝を、生あるいは十分に加熱調
理しないで食べることにより感
染する（食中毒）。二枚貝がノ
ロウイルスに汚染される理由と
しては、下水→河川→海水→二
枚貝へとウイルスが移行し、貝
の中腸腺にウイルスが蓄積する
ことに因る。この現象は、現在
の下水処理システムによって、
ノロウイルスが完全に除去でき
ないことに起因している。
4
ノロウイルスに汚染された井戸
水や簡易水道水を、消毒不十分
で摂取して感染する（食中毒）。
 具体的な感染経路を以下、および図表2に示す。（以下の　 ～　 は図表2中の各数字に対応 6、7））1 4
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貝を 熱調
理し り感
染する（食中毒）。二枚貝がノロ
ウイルスに汚染される理由とし
ては、下水→河川水→海水→二
枚貝へとウイルスが移行し、貝
の中腸腺にウイルスが蓄積する
ことに因る。この現象は、現在
の下水処理システムによって、
ノロウイルスが完全 除去でき
ないことに起因している。
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られている。
(2) ノロウイルスに感染した食品
取扱者などを介してウイルス
が食品に付着し、その食品を
摂取したことにより感染する
（食中毒）。ここでいう食品取
扱者とは、食品の製造等に従
事する者、飲食店や学校など
の集団給食施設における調理
従事者、家庭で調理を行う者
などを指す。
(3) ノロウイルスに汚染された二
枚貝を、生あるいは十分に加
熱調理しないで食べることに
より感染する（食中毒）。二枚
貝がノロウイルスに汚染され
る理由としては、下水→河川
水→海水→二枚貝へとウイル
スが移行し、貝の中腸腺にウ
イルスが蓄積することに因る。
この現象は、現在の下水処理
システムによって、ノロウイ
ルスが完全に除去できないこ
とに起因している。
(4) ノロウイルスに汚染された井戸
水や簡易水道水を、消毒不十分
で摂取して感染する（食中毒）。
　ウイルスは環境中では増殖しな
いため、ヒトの排泄物が含まれる
下水以外はその存在量が比較的少
ない。このため、ウイルスの汚染
状況調査は容易ではない。しかし
一方で、上記 (3)、(4) のような、
環境中でのノロウイルスの存在様
式については、ウイルス遺伝子検
出法の導入によって次第に明らか
にされつつある 8）。環境中に存在
するウイルスの量は、下水利用地
域におけるヒトのノロウイルス感
染症の流行状況、下水処理施設毎
の処理能力の違い、気候変動によ
る河川流量の増減や海流の変化な
どにより、大きく変化すると推測
されている。ここでは図表 3 にそ
の一例を示す 9)。
　総じて、我が国におけるノロウ
イルス汚染の全体像は未だ完全に
把握されてはいない。今後はヒト
における感染状況の調査と平行し
て、環境中でのノロウイルス汚染
に関する長期的かつ全国的な調査
を行う必要がある。
３‐３
食中毒・感染症における
臨床症状2) と治療法
　ノロウイルスによる食中毒・感
染症について、その症状の発現に
必要なウイルス量や、ウイルス量
と症状の重篤度との関係について
の知見は乏しい。
　一般的に、ノロウイルスがヒト
の体内に入った後、通常 24 ～ 72
時間で症状が現れるとされてい
る。主症状は嘔吐、下痢、腹痛で
あり、その症状の多くは数日の経
過で自然に回復する。また、頭痛、
発熱、悪寒、筋痛、咽頭痛、倦怠
感など、軽い風邪のような症状の
場合や、自覚症状がない場合、い
わゆる不顕性感染の例もある。し
かし一方では、乳幼児や高齢者で
重症化した例が報告されている。
　ノロウイルスに対する免疫の持
続期間については、感染後 6 ～
14 週間程度で比較的短いと考え
られており、その免疫が切れた後、
同種のウイルスに繰り返し感染す
図表 3　環境中でのノロウイルスの存在量
出典：内閣府食品安全委員会微生物・ウイルス合同専門調査会参考資料 9) を基に科学技術動向研究センターにて作成
( 国内の指定地域で採取した水とカキに対して、ウイルス遺伝子検出法によりウイルス量を調査）
ウイルス量の指数（個、10の指数）
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る場合がある。また、2-2 で述べ
たようにノロウイルスの種類が多
いため、1 種類のウイルスに対す
る免疫がある場合でも、別種のウ
イルスに感染する可能性もある。
　治療法については、有効な抗ウ
イルス剤やワクチンがないため、
現在、その治療は点滴による水分
の補給などの対症療法に限られ
る。したがって乳幼児や高齢者の
ように、ノロウイルス感染によっ
て症状が重篤化する可能性のある
者に対しては注意が必要である。
4  ノロウイルスによる食中毒・感染症の発生状況 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　3 章で示したように、ノロウイ
ルスによる疾病は食中毒としてと
らえられる場合と、感染症として
とらえられる場合がある。我が国
においてはそれらの発生状況につ
いて、それぞれ異なる調査がなさ
れている。一方、諸外国において
は、我が国のようにノロウイルス
の食中毒について体系的な調査は
なされておらず、そのほとんどが
感染症の発生事例として報告され
ている。
４‐１
我が国における
食中毒の発生状況
－食中毒統計による10) －
　ノロウイルスによる食中毒の発
生状況は、厚生労働省が所管する
食中毒統計により把握することが
できる。当統計は、食品衛生法（最
終改正：2006 年 6 月 7 日、法律
第 53 号）により義務づけられた、
食中毒事例全般を対象とする統計
であり、調査対象の 1 つとしてノ
ロウイルスによる食中毒が報告さ
れている。
　我が国で発生している食中毒
については、ノロウイルスに因
る も の が 多 い。 図 表 4、5 で 示
すように、2001 年から 2006 年
で、ノロウイルスによる食中毒は
総発生件数の 13.9 ～ 33.5%、総
患者数の 28.5 ～ 70.8% を占めて
いる。他の食中毒原因微生物と比
較すると、ノロウイルスによる発
生件数は 2001 ～ 2003 年で第 3 出典：厚生労働省食中毒統計
10) を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 4　我が国における食中毒の発生件数（上位 3 原因物質）
図表 5　我が国における食中毒の患者数（上位 3 原因物質）
出典：厚生労働省食中毒統計 10) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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位、2004 年 に は 第 2 位、2006
年には第 1 位と変化している。ま
た、その患者数は 2001 ～ 2006
年を通して第 1 位を占めている。
2006 年を例に挙げると、ノロウ
イルスによる食中毒は、全発生件
数の 33.5%（全件数 1,491 件のう
ち 499 件）、総患者数では 71%（総
患 者 数 39,026 人 の う ち 27,616
人）を占めている。なお、同年に
おいて、ノロウイルスによる食中
毒の死亡者はいない。
　ノロウイルスによる食中毒の原
因食品としては、飲食店や旅館
等の提供食品や弁当等といった
複合食品が過半数を占めている。
2005 年のデータによると、ノロ
ウイルスによる食中毒全事例の
約 56% は複合食品に因る。複合
食品以外では寿司、パン・サン
ドイッチ、刺身など、その調理工
程において調理従事者の手指が直
接接触する可能性が高い食品が挙
げられている。したがってその事
例の多くは、調理あるいは配膳過
程における食品取扱者からの直接
的、間接的な二次汚染が原因であ
ると考えられている。また二枚貝
によるノロウイルス食中毒事例と
して、カキによるものが一時期問
題になっていたが、ノロウイルス
による食中毒全事例に占める割合
は 2001 年 1 月 ～ 2003 年 10 月
の間で約 54%（287 件中 154 件）、
2003 年 10 月～ 2005 年 10 月の
間 で 約 11%（265 件 中 30 件 ）、
2006 年 で は 約 2.2% (499 件 中
11 件）と、年を経る毎に大幅に減
少している。これには 2 つの理由
が考えられる。1つは、近年、農
林水産省、地方自治体や関連事業
者が一丸となって、養殖カキの生
産・加工過程におけるノロウイル
スの検査を励行しているため、ウ
イルスに汚染された生食用カキが
市場に出ることが少なくなったこ
とである 11)。もう 1つの理由とし
ては、厚生労働省、地方衛生研究
所や関係団体などの積極的な指導
により、カキを加熱調理し摂食す
る習慣が国民に浸透してきたこと
が挙げられる。
　施設別の発生状況については、
飲食店での発生が過半数を占め
る。2006 年のデータによると、
ノロウイルスによる食中毒全事例
のうち飲食店が約 58%、旅館、仕
出屋や事業所の発生例が合わせて
約 34%、病院や学校での発生例が
それぞれ約 2% である。
　ノロウイルスによる食中毒は一
年を通して発生がみられるもの
の、季節性がある。11 月くらい
から発生件数が増加しはじめ、12
月～翌年1月が発生のピークにな
る。これはサルモネラなどの細菌
性食中毒の発生が、初夏から秋に
かけて多くなることと対照的であ
る。
　図表 5 に示したように、ノロウ
イルスによる食中毒の患者数は増
加傾向にある。その理由として、
ノロウイルス食中毒自体の増加の
ほか、以下 5 章で示すノロウイル
ス検査法の発達や、当ウイルスに
対する知識の浸透により報告数が
増加したことが考えられている6)。
４‐２
我が国における
感染症の発生状況
－感染症発生動向調査による－
　我が国において、ノロウイルス
による感染症の発生状況調査は単
独に行われておらず、種々の微生
物によって引き起こされる「感染
性胃腸炎」という疾患に入れ込ま
れて調査が行われている。
　感染性胃腸炎は、嘔吐や下痢を
特徴とする胃腸疾患であり、感染
症の予防および感染症の患者に
対する医療に関する法律（最終改
正:2008年5月2日、法律第30号、
以降、感染症法）において定点把
握五類感染症に指定されている疾
患である注 4）。感染性胃腸炎の発
生状況は、全国約 3,000 の小児科
医療機関からの報告をもとに調査
されている。ただし、この調査は
全ての患者数を把握するものでは
ない。
　調査によると、2001 ～ 2006 年
には 874,241 ～ 1,148,958 人が感
染性胃腸炎に罹っている。また、
報告された患者数は漸増傾向にあ
ることが明らかになっている 6)。
４‐３
諸外国における食中毒・
感染症の発生状況
　ノロウイルスの食中毒あるいは感
染症の発生状況については、その調
査体制が国によって異なっている。
アフリカやアジアの一部地域など、
公衆衛生管理が十分に行き届いてい
ないところでは、ノロウイルスに限ら
ず他の病原微生物による食中毒や感
染症の発生は多いと推測されるが、
このような地域においては疫学調査
の体制が整備されておらず、かかる
疾病の発生状況についての報告は全
般的に乏しいのが現状である。
　一方、欧州諸国や米国からもノロ
ウイルスによる感染症、いわゆる感
染性胃腸炎の発生事例が報告されて
いるが、その事例調査の方法は一律
ではない。したがって、以下で述べ
る調査結果について、各国間での単
注4： 感染症法は、感染症の感染力や罹患した場合の重篤性等に基づいて、100種あまりの感染症を一類感染症から五類
感染症に分類するとともに、さらに指定感染症、新感染症と新型インフルエンザ等感染症を定めている。このうち五類感
染症とは、国がその発生動向の調査を行い、その結果等に基づいて必要な情報を国民一般や医療関係者に情報提供・公開
していくことによって、発生・まん延を防止すべき感染症として定められている感染症をいう。
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純比較はできないことに注意する必
要がある。
　欧州では欧州食品媒介ウイルス
ネットワーク（Food borne viruses 
in Europe Network、FBVE) が、
14 加盟国でのノロウイルスによる感
染性胃腸炎の発生状況をまとめ、公
表している12、13)。これによると、ハ
ンガリー、ドイツ、オランダ、デン
マーク、アイルランド、フィンランド、
ノルウェー、英国、スウェーデンの
9 カ国において、2006 年 10 ～11
月のノロウイルスによる胃腸炎の集
団発生件数や患者数が、2004 年、
2005 年の同時期と比較して顕著に
増加したことが明らかにされている
（図表 6）。
　米国においては、ノロウイルスによ
る感染性胃腸炎の調査が恒常的に行
われていなかったが、同疾患の多発
が懸念されていることもあり、2006
年末から米国疾病管理予防センター
（Centers for Disease Control 
and Prevention、CDC）が全国レベ
ルでの大規模調査を行っている14）。
その調査によると、2006 年 10 ～
12 月には 24 の州で 1,316 事例の
急性胃腸炎の集団発生が起き、うち
382 事例がノロウイルスによるもので
あったことが明らかになっている。同
ウイルスによる胃腸炎が最も多かった
のはカリフォルニア州の 69 事例、次
いでミネソタ州の 47 事例、ミシガン
州の37事例が多かったと報告されて
いる。また 22 の州において、2005
年の同時期と比べて集団発生数が
18 ～ 800％増加し、増加が最も著
しい州はミシガン州で 800% 増加、
次いでニューヨーク州で490% 増加、
およびカリフォルニア州で445% 増加
したことが明らかになっている。
図表 6　欧州におけるノロウイルス感染症の状況
出典：欧州食品媒介ウイルスネットワークなどの報告12、13)を基に科学技術動向研究センターにて作成
( 当調査は、FBVE 加盟 13 カ国（調査当時、現在はオ スートリアを含む14 カ国）に対し、ノロウイルス
の発生状況について Email でアンケ トーを行ったものであり、各国で指定された研究所等が発生状況を
報告している。)
※ 1 国により、報告が異なる。１つの事例には複数の患者（検体に相当）がいるものと考えられる。
※ 2 顕著ではないが、増加傾向にあると報告されている。
5  ノロウイルスによる食中毒・感染症の対策 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　ノロウイルスによる食中毒・感
染症の対策については、2 章およ
び 3 章で示した微生物学的特性と
感染経路の特徴から考えて、ヒト、
食品、および下水・河川・海水を
対象としたウイルスの制御が必要
である。ここでいうウイルスの制
御は、個人の日常衛生管理と、行
政機関、医療関連機関や食品関連
事業者による公衆衛生管理という
2 つの側面をもつ。
　個人の日常衛生管理とは、個人
が食品の十分な加熱、手洗いの徹
底、調理器具の衛生管理の徹底、
および感染者の排泄物を適切に
国
ノロウイルス
感染症の増加
傾向の有無
各国における発生事例あるいは臨床検体数※ 1
2006 年 2005 年 2004 年
ドイツ あり 604 事例 184 事例 514 事例
デンマーク あり 249 検体 38 検体 222 検体
スペイン なし 2 事例 6 事例 12 事例
フィンランド あり ～ 120 事例 ～ 10 事例 ～ 10 事例
フランス なし 3 事例 1 事例 2 事例
英国 あり 768 事例、756 検体 83 事例、281 検体 374 事例、682 検体
ハンガリー あり 81 事例 17 事例 24 事例
アイルランド あり 7 事例 事例なし 22 事例
イタリア 不明 報告なし 報告なし 報告なし
オランダ あり 36 事例 5 事例 68 事例
ノルウェー あり ～ 160 事例 ～ 65 事例 ～ 35 事例
スウェーデン あり ～ 400 事例 ～ 50 事例 ～ 350 事例
スロベニア あり※ 2 7 事例 6 事例 5 事例
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図表７　ノロウイルスの主な検出方法
※それぞれの方法で検出できる最小のウイルス粒子の数（1ml あたり）を示す。
処理することにより、生活環境中
からウイルスを排除することを意
味する。4-1 で述べたように、ノ
ロウイルスによる食中毒の発生事
例は飲食店などの集団給食施設が
過半数を占めているため、当該施
設においては各食品取扱者が日常
衛生管理を徹底し、施設内を常に
清浄な状態に保つことが重要であ
る。さらに保育園、学校や介護施
設等、ノロウイルスの感染によっ
て症状が重篤化する可能性がある
乳幼児や高齢者を収容する施設に
おいては、食中毒と感染症の両面
での対策強化が必要である。そこ
では給食担当者などの食品取扱者
のみならず、施設にいる各人が自
主的に衛生管理を行うことによっ
てヒト間での感染の蔓延を防ぐこ
とが重要である。ヒト由来のノロ
ウイルスを制御するためには、こ
れら個人レベルでの日常衛生管理
は重要な位置を占めると言える。
個人管理の重要性については、近
年の行政機関や医療機関の指導に
より浸透しつつある 6、15)。
　一方、公衆衛生管理とは、ヒト、
食品、および下水・河川・海水の
ノロウイルスの汚染状況を把握
し、存在するウイルスを排除する
ことを意味している。この対策を
進めるためには、ウイルスの網羅
的な検出法、および効果的かつ効
率的にウイルスを除去・不活化す
る方法の双方を開発することが必
要である。以下では、その研究開
発の動向について概説し、今後ノ
ロウイルスを制御するための技術
上の要件を抽出する。さらに、ノ
ロウイルスによる食中毒・感染症
対策を包括する上で必要な、ヒト
へのウイルス感染リスクの評価に
ついて述べる。なお、ノロウイル
ス対策全般については参考文献 16）
を参照いただきたい。
５‐１
ノロウイルス検出のための
研究開発動向
　ノロウイルスの主な検出方法を
図表 7 に示す 17 ～ 22)。最初に開発
された方法は電子顕微鏡でウイル
出典：厚生労働省、国立感染症研究所、東京都衛生研究所などの資料 17 ～ 22) を基に科学技術動向研究センターにて作成
検出対象 利用可能な検体 所要時間 検出感度
※ 長所 短所 備考
RT-PCR法
（逆転写-遺伝子
増幅法）
ウイルス遺伝子
（ウイルスRNAが
逆転写されて
できた相補DNA）
ヒ ト 糞 便
食品
水
約6時間
（ 確 認 試 験
を含めると
約2日）
＞100～
   1,000個
・遺伝子型の特定が可能
・高感度
・多検体の検査が可能
・操作が煩雑で熟練を
要する
・確認試験が必要なため、
診断の確定に時間が
かかる
・コストが高い
厚生労働省通知（食安監
発第1105001号、2003年
11月5日）にて臨床診断法
に指定（ヒト糞便と二枚
貝の中腸腺が具体的な対
象例として記載）
リアルタイム
PCR法
（遺伝子増幅・
定量法）
ウイルス遺伝子
（ウイルスRNAが
逆転写されて
できた相補DNA）
ヒ ト 糞 便
食品
水
約4時間 ＞100～   1万個
・確認試験の必要なし
・高感度
・多検体の検査が可能
・遺伝子型の特定が不可能
・コストが高い
厚生労働省通知（食安監
発第1105001号、2003年
11月5日）にて臨床診断法
に指定（ヒト糞便と二枚
貝の中腸腺が具体的な対
象例として記載）
RT-LAMP法
（逆転写-等温
遺伝子増幅・
検出法）
ウイルス遺伝子
（ウイルスRNAが
逆転写されて
できた相補DNA）
ヒト糞便
約1時間
（検体の
前処理を
除く）
＞1,000～
   10万個
・操作のステップが少ない
・所要時間が短い ・コストが高い 研究用試薬
TRC法
（等温遺伝子
増幅・検出法）
ウイルス遺伝子
（ウイルスRNA） ヒト糞便
約1時間
（検体の前
処理を除く）
＞1,000～
   10万個
・操作のステップが少ない
・所要時間が短い ・コストが高い 研究用試薬
NASBA法
（等温遺伝子
増幅・検出法と
核酸クロマト
グラフィー 法
（遺伝子分離法）
との併用)
ウイルス遺伝子
（ウイルスRNA） ヒト糞便
約2時間
（検体の
前処理を
除く）
＞1,000～
   10万個
・操作のステップが少ない
・目視判定可能（判定の
ための特別な装置は必
要なし）
・コストが高い 研究用試薬
SMAP法
（等温遺伝子
増幅・検出法）
ウイルス遺伝子
（ウイルスRNAが
逆転写されて
できた相補DNA）
ヒト糞便 約30分 未公表
・精度が高い
・操作のステップが少ない
・所要時間が短い
・利用例に関する情報が
少ない（2008年9月以降
に製品販売予定のため） 研究用試薬
ELISA法
（酵素標識免疫
測定法）
ウイルス構造
蛋白 ヒト糞便 約3.5時間 ＞100万個
・多検体の検査が可能
・操作が比較的簡単
・ウイルス遺伝子検出法
に比べ、コストが低い
・ウイルス遺伝子型毎に、
ウイルス構造蛋白に結合
する抗体の作成が必要
・検出感度が低い
体外診断用医薬品として
認可された製品あり
イムノクロマト
グラフィー法
（免疫学的蛋白
分離法）
ウイルス構造
蛋白 ヒト糞便 約15分 ＞100万個
・所要時間が短い
・操作が簡単
・ウイルス遺伝子型毎に、
ウイルス構造蛋白に結合
する抗体の作成が必要
・検出感度が低い
電子顕微鏡法 ウイルス粒子 ヒト糞便 約6～   12時間 ＞100万個
・一定量以上のウイルス
があれば、確実に検出
可能
・新しい遺伝子型の
ウイルスでも対応可能
・熟練した操作が必要
・所要時間が長い
・検出感度が低い
上記のウイルス遺伝子
あるいはウイルス構造
蛋白検出法との併用が有
効（高い信頼性の確保のた
め）
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注5：いずれもノロウイルス粒子が環境水中で負に荷電していることを利用した方法であり、特に後者は膜からの
ウイルス誘出液を工夫し、PCR法によるウイルス遺伝子検出に適合させた方法として知られている。詳しくは参考文
献19)を参照のこと。
ス粒子を確認する方法であり、こ
の方法では 1ml あたり 100 万個
以上のウイルスがあれば、確実
にウイルスを検出することができ
る。電子顕微鏡を用いる方法は、
専門家が行うノロウイルス検出法
として現在でも高い信頼性をも
ち、広く利用されている。
　一方、近年ではウイルス遺伝子
を検出する方法も、ヒトの食中毒・
感染症の診断や原因食品の特定に
多用されるようになり、RT-PCR
法とリアルタイム PCR 法は公定
法として用いられている。しかし、
このウイルス遺伝子検出法は１つ
の条件設定で万能に利用できるわ
けではない。各遺伝子型のノロウ
イルスに対応した細やかな条件設
定が必要とされるため、2-2 で示
したように 30 種以上の遺伝子型
をもち、またさらに新しい遺伝子
型が発見され続けているノロウイ
ルスを確実に検出できない可能性
がある。
　また ELISA 法、イムノクロマ
トグラフィー法といった、ウイル
ス構造蛋白を検出する方法も開発
されており、ELISA 法について
は体外診断用医薬品として認可さ
れたものがある。この方法は、遺
伝子工学的手法によりウイルス構
造蛋白に対する抗体を人工的に作
成し、この抗体とウイルス構造蛋
白を結合させることによって、ウ
イルス構造蛋白を検出するもので
ある。この方法は、1 検査あたり
の費用が他の方法と比べて安価で
あり、かつその操作が比較的簡便
であることから利用の幅が広がっ
ている。ただし、ウイルスの検出
感度が低い故、疑陰性例に注意す
る必要がある。
　総じて、信頼性の点では専門家
が電子顕微鏡によりウイルス粒子
を確認する方法、ウイルス検出
感度の点ではウイルス遺伝子検出
法、コスト面と簡便性の点ではウ
イルス構造蛋白検出法が優れてい
る。それらの長所を生かし、検査
目的に応じて各検出法が使い分け
られている。しかしながら、ウイ
ルス遺伝子検出法とウイルス構造
蛋白検出法については、検査結果
の信頼性について、今後、改良が
望まれる。
　またウイルス遺伝子検出法にか
かる問題として、検出されるウイ
ルス量が過大視される可能性があ
ることに注意を払う必要がある。
ウイルス遺伝子を指標とした検
査では、感染性や増殖能力の有無
にかかわらず、ウイルスの遺伝子
の一部をもったもの全てが検出さ
れるためである。このような可能
性を排除するためには、今後、培
養細胞を用いた感染性ウイルスの
検出法を開発し、現行のウイルス
遺伝子検出法と併用することによ
り、より信頼性の高いウイルス検
出系を構築することが急務であ
る。将来的には、ウイルス遺伝子
検出法は多くの検体を対象とした
スクリーニングに用い、感染性ウ
イルス検出法は確定判断のために
用いることが想定される。加えて、
このウイルス検出系がヒト・食品・
環境水に対して広く活用できるよ
う、その操作について一層の簡便
化が望まれる。
　さらに技術面で、環境中に微量
に存在するノロウイルスを効果的
かつ効率よく回収する方法を開
発し、上記のウイルス検出系に利
用することも必要とされている。
2-3 で示したように、ノロウイル
スは環境中では増殖せず、環境中
でのウイルス量は少ないと考えら
れているため、ウイルスの効率的
な回収は難しい。さらに河川や海
水といった大量の環境水からウイ
ルスを回収するためには、水のろ
過能力や濃縮率が大きい方法を開
発する必要がある。河川や海水か
らノロウイルスを回収する手段と
しては、膜を用いて水をろ過した
後、膜上に保持されたウイルスを
誘出・回収する方法が現在広く利
用されている。具体的な方法とし
て、陽荷電膜法や陽イオン添加型
陰電荷膜酸洗浄法などが活用され
ているが注 5）、それぞれに長所・
短所があり、目的に応じた使い分
けが必要である 19)。このことから、
より汎用性があり効率的かつ簡便
にウイルスを回収する方法を、今
後開発する必要がある。
５‐２
ノロウイルスの除去・
不活化のための研究開発動向
　これまで述べたように、ノロウイ
ルスはヒト由来の微生物であり、感
染者の排泄物を介して他のヒトや食
品および環境中に拡散する。した
がって、感染者、食品および下水・
河川・海水を対象にしたノロウイル
スの除去・不活化が、当ウイルスに
よる食中毒・感染症の対策として必
要である。
　上記対策の中でも、特に、糞便
が多量に含まれる下水への対策は
重要である。現在、下水処理施設
で用いられている微生物の除去およ
び不活化の方法としては、膜処理
によるろ過、塩素処理、紫外線処
理、オゾン処理、水中の有機物を
吸着・分解する機能をもつ微生物を
利用する活性汚泥法が主に利用さ
れている。これらの方法は、水の糞
便汚染の指標として用いられている
大腸菌（群）に対して効果的な除菌・
殺菌効果をもたらしている。しかし、
上記の方法はノロウイルスの除去や
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図表 8　我が国で現在研究開発が進められているノロウイルスの除去・不活化法の概要
出典：参考文献 23 ～ 27) などを基に科学技術動向研究センターにて作成
不活化には不十分であり、それは下
水や河川および海水に当ウイルスが
存在するという事実からも明らかで
ある。現在、下水処理過程における
ノロウイルスの除去あるいは不活化
法についての研究開発が精力的に
進められている。
　一方、二枚貝、衣類や調理器具
などの生活用品、浴槽水などの生
活用水に存在するノロウイルスの除
去・不活化法についても、種々の方
法が提案されている。上記の下水処
理過程での方法も含め、我が国で
研究開発が進められているノロウイ
ルスの除去・不活化方法の概要につ
いて図表 8 に示す 23 ～ 27)。
　図表 8 のような方法は、2-4 で示
したノロウイルスと近縁なウイルス
を用いた実験や、5-1で示したウイ
ルス遺伝子検出法により、ノロウイ
ルスの除去あるいは不活化の効果が
評価されている。しかし、それらの
有効性については、培養細胞を用
いた実験で感染性ウイルスの消失を
証明したものではない。したがって、
ノロウイルス検出系の構築のみなら
ず、ウイルスの除去・不活化法の有
効性評価のためにも、培養細胞を
用いた試験管内実験系を早急に構
築することが必要である。
　さらに今後着手すべきは、ヒトの
体内に入った、あるいは入る可能性
のあるノロウイルスの排除、いわゆ
る治療や感染予防法に関する研究
開発である。上述の培養細胞を用
いた試験管内実験系と同様、実験
動物を用いた感染モデルも未だ確
立されず、ヒトに対するノロウイル
スの病原性はあまり解析されていな
い。また、2-3 で示したように有効
な抗ウイルス剤やワクチンの開発の
目処も立っていない。したがって、
実験動物を用いたノロウイルス感染
モデル、あるいはそれに相当する動
物実験代替法を構築し、感染者の
治療や感染予防に関する研究開発
を進めることが必要である。
５‐３
リスク評価の試み
－食品安全委員会による
リスクプロファイルの策定－
　ノロウイルスによる食中毒・感
染症の包括的な予防対策の一環と
して、我が国においては内閣府の
食品安全委員会が「ノロウイルス
感染のリスクアナリシスのためのリス
クプロファイル（案）」28) を作成し注 6）、
ノロウイルスの感染によりヒトの健康
への悪影響が発生する確率とその影
響の程度についての分析、いわゆる
リスク評価を進めている。当作業は、
食品安全基本法（最終改正：2007年
3月30日、法律第 8 号）の下で行わ
れている食品健康影響評価の一部で
ある。食品の摂取にかかるヒト健康リ
スクを評価し、その結果を関係機関
注6：ノロウイルスならびにそれに汚染された食品を摂取することによって起こるヒト健康への悪影響の発生を防止、また
はそのリスクを最小限にするための枠組みをリスクアナリシスという。リスクアナリシスはリスク評価、リスク管理および
リスクコミュニケーションの3要素から成り、これらが相互に作用し合うことによってよりよい成果が得られるものである。
なお農林水産省でも、リスクプロファイルシートを公表している30）。
具体的な方法の例 想定される適用対象
ウイルスの
除去
膜による除去
・下水中のウイルスを活性汚泥に吸着させ、汚泥と下水
とを膜で分離することによりウイルスを除去（膜分離
活性汚泥法）
・下水など
滅菌した海水による除去
・紫外線で滅菌した海水中でカキを蓄養し、カキが呼吸
や捕食のために海水を取り込み濾す機能を利用して、
カキの体内からノロウイルスを排出
・カキ
ウイルスの
不活化
薬剤による不活化
・エタノール、DDAC（ジデシルジメチルアンモニウム
クロライド）、アルカリ剤の3成分の配合剤でウイル
スを不活化
・生活用品など
紫外線処理による不活化 ・紫外線照射によりノロウイルスを不活化
・下水、海水
・カキなど
オゾン処理による不活化
・オゾン分解時に発生するフリーラジカルの作用により
ウイルスを不活化
・下水
・生活用水（浴槽水など）
など
微細気泡による不活化
・マイクロバブルの帯電作用と、圧壊させた時に生じる
フリーラジカルの作用によりウイルスを不活化
・下水
・カキなど
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図表 9　ノロウイルスによる食中毒・感染症に対するリスク評価の構成要素と実施手順
出典：内閣府食品安全委員会の資料 28) を基に科学技術動向研究センターにて作成
が行うリスク管理に反映させることに
よって、食品の安全性確保に関する
施策が総合的に推進されている29)。
　ノロウイルス感染に係る上記リス
クプロファイルは、リスク評価に必
要な情報を抽出・整理したものであ
る。ノロウイルスならびにそれに汚
染された食品に関する「ハザード関
連情報整理」、「暴露評価」、および「ハ
ザードによる健康被害解析」の 3 項
目に係る情報が集められている。図
表 9 に示すように、当ファイルでは
上記の情報について必要十分に入手
しているものと不足しているものとに
整理している。不足している情報に
ついては、食品安全委員会が集中的
に収集・整備した後、リスク評価を
行う。
　図表 9 をみると、ノロウイルスに
よる食中毒・感染症のリスクを評価
するために必要な情報については、
まだ十分に収集されていないことが
明らかである。係る情報を整備する
ためには、培養細胞を用いた試験
管内での実験系や実験動物を用いた
感染モデル系を確立すること、およ
びより高感度かつ効率的なウイルス
検出系を開発することによって、ヒ
ト・食品・環境におけるウイルスの
存在様態を解明することが必須であ
る。また、ヒト集団におけるウイルス
の浸淫状態を把握するためには、現
行の感染性胃腸炎の調査体制とは別
に、ノロウイルス感染症に焦点を絞っ
た発生状況の調査が必要である。こ
れらの要件を満たしてリスク評価を
行い、その結果を関係行政機関が行
うリスク管理へと反映させることによ
り、初めてノロウイルスによる食中
毒・感染症の効果的な予防対策が可
能になると考えられる。
6  おわりに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　ノロウイルスはヒト由来の微生
物であり、ヒトが高密度で存在
し、かつ長期間その感染性を保つ
水環境があれば、人間社会に継続
して存在する。今後、世界的に予
想される人口の過密化は人間社会
におけるノロウイルスの循環に拍
車をかけ、環境中でのウイルスの
存在を助長する危険性をはらんで
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いる。係る可能性に備えるために
は、ヒト・食品・環境でのノロウ
イルスの存在様態を解明し、その
除去あるいは不活化のための方策
をあらかじめ講じることが必要で
ある。それと同時に、ヒトに対す
るノロウイルスの病原性を解明
し、ウイルス感染に対する効果的
な予防や治療法の開発へとつなげ
ることが重要である。このような
ノロウイルスの制御に必要とされ
ているのは、ウイルス検出系やウ
イルスの除去・不活化法の開発で
あり、それらの方法はいずれも、
培養細胞を用いた試験管内実験系
や実験動物を用いた感染モデルの
構築といった基礎研究なくしては
開発できないものである。ノロウ
イルスに関する基礎研究はその制
御に直結するものとして、微生物
学、公衆衛生学、食品衛生学、水
道工学などの分野を横断し、行政
機関、大学を含む研究機関、医
療関連機関や関連事業者が一丸と
なって推進することが必要であろ
う。また基礎研究とともに、その
感染予防から治療に至るまで、上
記関係機関や事業者間での平時・
緊急時の連携体制を整備すること
が、今後一層必要になるものと考
えられる。
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1  新たな危機説－繰り返される危機説の中で－ ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
科学技術動向研究
日本の危機としての IT人材問題
　林　晋　　　　　　　　　黒川　利明
客員研究官　　　　　　　　　 客員研究官
　「情報技術者が○○人不足する。
情報分野を強化すべきだ」このフ
レーズは、1960 年代から繰り返し
語られてきた。そして政府は「情報
分野」に予算を投下し続け、半世紀
後の現在、大学には情報関係学科
が林立し、情報技術者も増えた。
　ところが、その今、「IT 人材」と
呼ばれるようになった「情報技術
者」の不足が、以前にも増して激し
く叫ばれつつある。我々は、この
数年来の「産官」における IT 人材危
機説と、その対策の現場を取材し
た。この調査は今後も継続するが、
前半の調査を終え、我々は、それ
が一産業分野を越えた「日本の危
機」であると思うようになった。し
かし、「危機 ｣ は一部でしか認識さ
れていない。このこと自体が危機
的である。このレポートは、この
｢ 危機 ｣ と「打開への努力」の調査報
告、そして、危機打開への新たな
政策の提言である。
2  今までとは違う危機●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　今回の危機説には過去の危機説
に無い特徴がある。今までの「危
機」は「本当の危機」ではなかった。
過去の危機説は「市場の拡大に人
材の増加が足りない」という成長
に伴う「贅沢な悩み」の表明であっ
た。しかし、今回の危機は「成長
についていけない」という「明るい
危機」ではなく、「IT 人材不足に
より日本が衰退する」という「真正
の危機」なのである。
　2008 年 1 月 18 日、太田経済財
政担当大臣が国会において、「もは
や日本は『経済は一流』と呼ばれる
状況ではなくなった」と発言した。
これと連動するように、マスコミ
などでも、日本という国家・社会
の「衰退」が語られ始めている 1、2)。
長年世界 2 位の位置を占めていた
日本経済が、中国などに追い抜か
れる日が来ることを、多くの国民
が受け入れ始めたようだ。今回の
危機説は国家の衰退が現実味を帯
びてきた時代の危機説であり、「右
肩上がりの時代」や「それでも日本
経済は強い」と言えた時代の危機
説とはトーンが異なる。それは高
度 IT 人材不足により、衰退に拍
車がかかる、日本は先進産業諸国
に伍していけなくなるという「真
正の危機説」なのである。
　一方で、「真正の危機」の認識か
らか、従来、個別的だった ｢ 危機
対策 ｣ が国を挙げての「危機対策」
に離陸する可能性が出てきた。特
に、今まで表立った行動に出るこ
とが無かった「産」（経団連）が、「学」
（大学院）に積極的に働きかけを始
めたことは大きい。この動きと一
部連動して「官」（文部科学省）主導
で一部の「学」において、教育体系
の見直しが始まっている。「産」は
「学」に口を出さず、白紙の状態の
人材を受け入れることを望み、そ
れを育てるという「日本的人材育成
システム」の傾向は、技術者の多く
が文系出身である情報分野で殊更
に強い。この情況が変わろうとし
ている。また、経済産業省、総務省、
文部科学省は個別に行動する傾向
が強かったが、今回は内閣官房 IT
戦略本部がリードする形が生まれ
つつあることも大いに注目すべき
ことである。
　米国、インド、韓国、中国など
においては、すでに国を挙げた産
学官による高度 IT 人材育成の努
力が行われている。日本は出遅れ、
いくつかの動きがようやく見え始
めたという段階である。今回の「危
機」は「情報産業」という一産業の
問題ではない。それは食料・エネ
ルギーなどと同様の「国家・社会
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注1：本レポートの編集の最終段階で出版された著書26）で、野口悠紀夫、遠藤諭はITを「ジェネラルパーパス・テクノロジ
ー」つまり「産業横断的に使用され、様々な用途に使用しうる技術」とし、これが世界の経済・社会を完全に変えてしまっ
たと論じた。これは我々の主張とほぼ同じものである。
の基盤」の問題であるから一刻も
早く的確な対策を打たねばならな
い。次の 2-1 で、今回の危機が何
故このように深刻か、それを説明
しよう。
２‐１
社会・産業の神経としての
情報システム
　2007 年 12 月 20 日、東京大手
町の経団連会館において、「第 3
回高度情報通信人材育成に関する
産学官連携会議 ( 以下、第 3 回産
学官連携会議 )」3）が開催された。
岸田科学技術政策相をはじめ産官
学から様々な関係者が登壇した中
で最も危機感をあらわにしたのが
経団連のプロジェクト・チームの
大力修（日本経団連情報通信委員
会高度情報通信人材部会戦略・企
画チーム座長）であった。大力は、
情報を「21 世紀の産業の神経」と
して位置づけ、その神経が危ない
と論じた。
　我が国の産業力は、まだまだ力
強い。しかし、大力のレトリック
を利用すれば、情報の力がなけ
れば、それも「神経の無い巨体」で
ある。いくら強靭な筋肉や骨格を
有する肉体でも、それを的確にコ
ントロールする神経が存在しなけ
れば機能しない。著者は、科学技
術動向 2006 年 10 月号 4）におい
て、全産業が「情報産業化」してい
くと予測し、その結果、日本のソ
フトウェア産業の「弱さ」が全産業
に「染み出し」て、全産業で競争力
が低下する危険があることを指摘
した。大力がいう「神経の問題」は、
この「染み出し現象」とほぼ同じ考
えである。
　メインフレームが全盛であった
ころ、ソフトウェアはハードウェ
アの付属物だった。やがて関心
の中心はソフトウェアに、さらに
はネットに移動した。世界最大の
ハードウェアメーカーであった
IBM も、PC 部門をレノボに売却
したように多くのハードウェア部
門を手放し、一方で急速にコンサ
ルティング部門などを強化してい
る。統計会計機械メーカーであっ
た IBM が 2007 年 現 在 Microsoft 
に次ぐ世界第 2 位のソフトウェア
会社であり、さらにコンサルティ
ングなどの「サービス」の世界にそ
の軸足を移そうとしているのであ
る。
　その理由を IBM のサービス・サ
イエンス 5）に関するウェブ・ニュー
ス ITmedia の記事は次のように説
明している。：「製品開発における
技術革新が競争力を持ち得た経済
環境が終焉を迎え、現在では、ビ
ジネス戦略、経営科学、社会科学、
認知科学、法律学、およびインダ
ストリアル・エンジニアリングと
いったさまざまな分野を融合させ
た総合的なサービス展開が企業の
強みを生み出す源泉になっている
という認識が一般的になりつつあ
る」6)。
　ハードウェア構築が困難な時代
にはハードウェアが情報分野の中
心だった。しかし、高性能ハードウェ
アが当たり前になるとソフトウェ
アがその中心となった。そして、複
雑な「プログラムを書くこと」が容易
になってきた現代、ソフトウェア構
築の中心課題は、「ソフトウェアの
エンジン部分」を作る「プログラミン
グ」から、ソフトウェアが提供する
サービスの「デザイン」に移行しつつ
ある。この変化は新車開発の重点が、
エンジンの性能から「ユーザの生活
スタイルに合わせた使い勝手のデ
ザイン」に移るようなものである。
　ネットを含む情報システムは、通
信、金融、販売、広告、行政、教育、
娯楽等の分野における、人間組織を
置き換えつつある。その結果、少な
くとも社会的活動に関連するよう
な製品の競争力は、製品ではなく
サービスの品質が決定する時代が
到来している 7）。
　そして、そのサービスはメー
ル・サービスのように「物理的に無
形」である場合は情報システムを利
用して提供され、荷物が届く宅配
サービスのように「物理的に有形」
のサービスの場合であっても、高
度な情報システムがそれを支援す
る。ロジスティック・システム、
WEB、GPS、携帯電話、QR コー
ドなどの IT 技術がフル活用され
ている現在の宅配システムは、電
子機器としての情報システムとそ
れを取り巻く人間の集団が、あら
かじめ定められたプロトコルによ
り一つのシステムとして機能す
る、「社会・技術システム」（socio-
techno system）の典型である。配
達員が携帯電話で指示を得つつ休
みなく荷物を運ぶ宅配サービスは、
「配達員が情報システムを使って荷
物を運んでいる」のではなく、「配
達員がシステムの一部として、荷
物という情報をシステムの指示に
したがって転送している」と考える
方が実態に合う。宅配企業は、運
送企業であると同時に、IT がサー
ビスの質に大きな差をもたらす IT
産業なのである。このように多く
の産業分野が「IT 産業化」する、こ
れが科学技術動向 2006 年 10 月
号 4）で著者が主張した「染み出し現
象」である。そして、大力の「21 世
紀の産業の神経」とは、そのように
IT 産業化した全産業で使われる技
術なのである注 1）。
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２‐２
ITとマネジメントが合流する
時代のトップ人材
　読者は、すでに今回の IT 人材
危機が、なぜ一産業の危機でな
く、国家の危機であることを理解
されたことだろう。「既存の人間
システムを自動機械で置き換える
技術」としての IT 技術は、ハード
ウェア・ソフトウェア・ネットワー
クの進化を受けて経済的競争力の
ために「イノベーションを起こす
新しい社会・技術システム」を生
み出す技術に変化したのである。
　このため、未来の上級 IT 人材
に求められている能力は、「明瞭
に定義された業務プロトコル」を
プログラムに書き写すという初級
的能力ではなく、前提となるリ
ソース（ハード、ソフト、人材、
社会・企業システム）のもとで発
揮可能な最大のイノベーションを
考え出し、かつその社会的効果を
考慮しつつ、それを実現する最適
な方法を示すスキル、従来では企
業や組織の戦略を決定する「トッ
プ人材」に求められていたような
スキルとなるのである。
　これは、逆に言えば組織・団体
のトップが IT の意味を的確に理
解すればイノベーションの可能性
が高まるということでもある。IT
が、政治、法律、経済・経営、社会、
心理などに並びトップ人材の素養
の仲間入りをした、と考えるべき
である 7）。IT 能力は言語能力の
ような「人間力」であり、さらには
「社会科学」が対象とするような人
間活動の領域において、自然科学
における数学のような役割を占め
る。
　もし、そのように重要な「道具」
を扱える人材が不足するとした
ら、その帰結は明らかであろう。
そして、それは実際に少ないので
ある。今回の「危機」は、その意味
で極めて深刻だ。事態をさらに複
雑にしているのは、そのような
トップ人材を支えるプログラムマ
ネージャなどの中堅以下の人材さ
え不足しているという事実であ
る。これについては、4-1 と 4-2
で説明するが、この層の人材はオ
フショアすれば良いという意見も
あり、事実、米国がその戦略をとっ
ている。その意味では、中堅の不
足は、それほど深刻な問題ではな
い。それに比してトップ人材の不
足は極めて深刻である。
　しかし、危機は往々にしてチャ
ンスでもある。著者は科学技術動
向 2004 年 9 月号 8) で、現在の IT
の最先端技術アジャイル法がトヨ
タ生産方式などのいわゆる「日本型
生産と経営」をルーツに持つことを
指摘した。「イノベーション」の領
域において、経営と IT が融合して
いくなら、数十年前に機能し世界
を変えたと評価される「生産と経営
の日本型モデル」9）を生み出した我
が国の能力が、再び力にならない
とする理由はない。最近の任天堂
の復活の原動力は、プログラマ（東
京工業大学工学部情報工学科）出身
の岩田社長の市場心理・技術への
洞察力に基づく新経営方針であっ
た 10）。この例が示すように、日本
がこの分野で殊更に弱い根源的理
由はないはずであり、危機を一機
にチャンスに転じることも不可能
とはいえない。
　今回の「人材危機」の原因は、IT
の社会的位置の変化である。変化
は、当然ながら日本だけでなく世
界中で起きつつある。グローバル
化、フラット化、Web2.0 などの
言葉で語られるものは、この社会
的地殻変動の一側面であることが
多い。IT 最先端国米国が、その
変動を乗り切り、さらには利用す
る戦略・方策を立てていることは
当然ともいえる。そして、イン
ド、韓国、中国、さらにはドイツ
などでも、この地殻変動を意識し
た人材育成の国家的対策が採られ
ている。これら諸国の動きを経団
連や総務省による調査資料 11、12）
をもとに説明する。そして、その
後、2-2 で説明したようなイノベー
ションを起こす人材としての高度
IT 人材という視点からは、おそ
らく世界最先端の人材育成拠点の
一つと思われる、米国、Stanford 
大学、d.school の事例を紹介する。
３‐１
世界の高度 IT 人材育成 
- 米国を中心として -
　大学の独立性が高い米国では、
IT 人材育成は各大学や大学の集
団・学会・企業に任せられてきた。
その中で質量ともに極めて大きい
IT 人材を生み出し、また世界の
IT 人材を引き付けてきた。サー
ビス・サイエンスという用語を世
界に広めた、いわゆる「パルミサー
ノ・レポート」13、14）をまとめた 
Council of Competitiveness も政
府機関ではなく NGO である。米
国においては産学官のすべてが自
発的に協調して人材を育成してい
る。
　連邦政府における IT 人材につ
い て は 1996 年 の ク リ ン ガ ー・
コーエン法により、政府機関に
CIO が置かれることとなり、その
CIO たちが自発的・非公式に CIO 
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council を形成した。そして、現
在は政府組織である CIO council 
に よ り CIO university と い う
バーチャルな CIO 養成機関が運
営されている。この「官吏養成の
ための国立大学」は、すべての人々
に開かれており、卒業生は企業な
どの CIO となることも想定され
ている。
　 ま た、 産 業 界 の 人 材 に 目 を
向 け れ ば、 米 国 の 教 育 機 関 か
ら Microsoft、Apple、Yahoo、
Google などの革命的 IT 技術者か
つ創業者・CIO である超高度 IT
人材が輩出している。これらの高
度 IT 成功者たちには、大学や大
学院を中退して起業したものが多
い。研究者の間では「教育軽視研
究偏重」の評価がある Stanford 大
学計算機科学科からも Google の
創業者たちをはじめ多くの高度
IT 人材が生まれている。米国に
おいては、CIO university のよ
うな官製の人材養成機関は言う
に及ばず、一般の大学・大学院
教育の場が高度 IT 人材育成の場
として機能している。そして、そ
の歴史の自然な発展として、後
に紹介する d.school などでの、
高度 IT 人材を超えた、高度イノ
ベーション人材の育成の体制が
米国の各地で着々と形成されつ
つある。
　その米国の主要オフショア先で
あるインドでは、科学技術動向
2007 年 9 月号 15）で報告したよう
に、インド人材開発省と企業団体
である NASSCOM による共同の
取り組みが行われている。インド
の IT 産業の進化スピードは凄ま
じいため、下請け的性格が強い現
状を打破して、インド企業が米国
や日本の企業における開発の主役
となる可能性も否定できない。
　また、IT 産業が、インドほど
はその経済の中で重みを持たない
中国や韓国においても、国策とし
て人材育成が進められている。韓
国における独立した新大学である
Information and Communication 
University（ICU）や、中国のソフ
トウェア学院（既存大学 35 校に設
置）などがそれである。インド・
中国に比較し日本に情況が近いド
イツにおいても、ポツダム大学
に SAP の創業者の一人、Hasso 
Plattner の寄付により設置された 
HPI Hasso Plattner Institute に
おいて、同様の高度 IT 技術者教
育が行われている。
　実は、この HPI ポツダムには、
姉妹校がある。それが我々が、現
在最も進化した高度 IT 人材育
成機関とみなす HPI d.school at 
Stanford である。
３‐２
HPI d.school at Stanford と
T- 型人間
　情報産業が、その国家の競争力
の根幹の一つとなっている米国
では、必要な「新しい人材のタイ
プ」が広く議論されている。その
呼び名はまちまちだが共通の性格
をもっている。それはエキスパー
トであると同時にゼネラリストで
ある、という矛盾的な能力を持つ
人材であり、ゼネラリストとし
ての横断的知識を T- 字の上の横
線、特定の分野のエキスパートと
しての知識を T 字の縦線に例え、
T-shaped people と呼ばれること
が多い。ここでは、これを T- 型人
間と呼ぶ。専門分野は一つでは足
りず、少なくとも2専門分野を持
つπ - 型人間でないといけないと
いう議論もあるが、呼び名は別と
して、T- 型人間のような人材がイ
ノベーションを起こすことが、こ
れからの競争力の源泉であるとい
う考え方が広まりつつあり 16)、そ
れが 2-2 節の我々の主張の根拠の
一つとなっている。
　実は T- 型人間という概念は古
く、社員にゼネラリストであるこ
とを期待する日本企業では「常識」
になっているともいえる。トヨタ
生産方式の「多能工」の概念では縦
棒が何本もある。これは日米を問
わず古びたポピュラーな概念なの
である。しかし、最近になって、
その古い概念が、IT やイノベー
ションに関連して新たな概念であ
るかのように語られるようになっ
た 16、17）。なぜだろうか？
　現在語られている T- 型人間は、
過去の T- 型人間に似ているが、異
なったものなのである。多能工が
象徴するように、過去の T- 型人間
は、機械工学、電子工学などの専
門分野のいくつかを、縦棒として
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習得し、その上に横棒を「載せる」
ものだった。強調点は「複数の縦
棒」にあったといえる。上に載せる
横棒は現場で身に着けるものであ
り、大学などで教育するものでは
なかったし、むしろ個人的人格形
成の問題だった。
　しかし、現在の T- 型人間は、教
育のプロセスを無視して言えば注 2）
「横棒が先にあり、その横棒を利用
して、各時点におけるニーズを見極
め、自ら下の方向に新しい縦棒を
伸ばす」ような人材である。横棒は
長い年月をかけて個人が作り出す
ものではなく、若い人材のキャリ
アの初期に、Stanford 大学 d.school 
のような教育機関において「メタス
キル」として教えられるものなので
ある。T.Brown は、T- 型人間を次
のように説明している 16）。
　「あなたがやるように」世界を探
究する人、そういう人材が必要な
のだ。それが T- 型人間である。T-
型人間は機械工学や産業デザイン
などの縦棒としての基本スキルを
もつ。しかし、彼らは、人類学の
ような他スキルに枝を伸ばすこと
ができて、それを身につける、と
いうことに情熱を持つ (empathetic)
のである。彼らはアイデア (insight)
を多くの異なった見地から検討で
きて、普遍的ニーズに向かうよう
な（アイデア創造の）行動パターン
を認識する能力を持つ。これが求
められているもの、つまり、アイ
デアを生み出すためのパターン、
である。
　括弧の中の「あなた」は企業のトッ
プや開発チ ムーを率いるリーダーとし
ての「あなた」であり、この文章の T-
型人間は、最上位のトップ人材ではな
く、そのような人材に協力する、次の
レベルの人材である。しかし、これ
は自分と同じように考えるT- 型人間
を雇え、という文章であったためであ
り、T- 型人間は、最上位のトップか
ら、中堅上位程度までに適応すると
考えるべきだろう。いずれにせよ、新
T- 型人間の能力は容易に持てるもの
ではなく、それを持つことができる人
材の数は限られる。
　そのような T- 型人間を育てる教
育コ スーが、米国のあちこちの大学
で設立されつつある。その一つが、
Stanford 大 学 の HPI d.school で
ある。これはドイツの HPI と同じ
く、Hasso Plattner の 寄 付により
設立された教育機関である。正式名
は、HPI Hasso Plattner Institute 
of Design at Stanford だが、 通常 
d.school と呼ばれる。
　ドイツのＨＰＩはソフトウェア生産
の方法を教える従来の意味での IT
人材育成の場である。しかし、米国
の HPI は、そうではない。d.school
は機械工学科の一部であり、創設
の中心人物は、米国のデザイン会社
IDEO の創設者で著名なデザイナ ・ー
イノベーターである David Kelly で
ある。
　我 は々、2008 年3月に、Stanford
大学 d.school を訪問し T. Winograd
教授の“Agile Aging”というセッ
ションを見学した。同教授は、d.school 
の中心メンバーの一人であり、IT に
おける「デザイン」の重要性 18、19）を
時代に先駆け 80 年代中葉に提唱し
た著名な IT 研究家である。
　セッションの時間は決まっている
が、学生や教員は三 五々 と々集まり、
また去っていく。セッション中、参加
者は、議論をし、プロトタイプを組
み立て、現役のデザイナーや起業家
である外部教員の話に耳を傾け、あ
るいは“Agile Aging”のテーマであ
る「軽快な老後生活」の意味を聞き出
すために高齢者のインタビュー を行っ
ていた。3 ～ 4 名からなるチームが
4 ～5 班、大部屋のここかしこで、こ
のような活動を並行的に進めていた。
教員は５～６名であり、一個のチ ムー
に貼りつくものから、Winograd 教授
のように、チームからチームを渡り歩
くものまでまちまちであった。
　学生たちは、それぞれの専門と所
属を持ち、d.school には Stanford
大学の様々な学部から集まり、T- 型
人間の横棒を学んで帰っていくのであ
る。「軽快な老後生活」のための技術
を開発するというプロジェクトに参加
していても、その目的は福祉ではな
いのであり、それは単に横棒スキル
の習得のための一つの例題にしかす
ぎないのである。実際、d.school の
「大部屋」に転がっているホワイトボー
ドや、メモを観察すると、すべてア
イデアの構造を示すものや人 と々製品
のインタラクション、人 と々人々のイ
ンタラクションに関するものばかりで
あった。つまり、主眼は各分野の枠
を超え多くの分野に共通する「アイデ
ア創造のプロセス」であり、プログラ
ミング、電気通信、福祉などの専門
分野の知識ではないのである。（縦棒
としての専門知識は学生の本来の所
属で教えられる。）
　現代のソフトウェア工学では、ハー
ドウェア、ツール、方法論の進化の
おかげで、デジタル・コンピュー タの
ためのプログラムを書いて、それを実
行させるというタスクの重要性は相対
的に低くなっている。その代わりに
重要性を増してきたのが、プログラム
より上流の要求開発、モデリングな
どのタスク、Winograd 教授の用語
を借りればシステムの「デザイン」なの
である。このような状況で「ITシステ
ム構築」を行う際の最重要の課題は、
環境（システムをとりまく現実世界）
における事物の関係を抽象的に理解
し、その中でシステムが最大の効果
を発揮するためのシステムの構造と
配置と環境とのインタ フーェ スーを描
き出すことなのである。
　そして、そのためのスキルは、機
械工学、システム工学、生産工学、
経営学、そしてソフトウェア工学など
注2：最初から横棒を学ぶのは難
しい。最初に一本の縦棒をたて、そ
の上に横棒を置き、そして必要な
縦棒に横棒から降りる形が正しい
「学習のプロセス」だろう。
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において、驚くほど似通った形をもっ
ている。それを学ぶことが、 Brown 
がいう「アイデアを生み出すためのパ
タ ンーを知ること」なのである。そし
て、IT 分野においては、物理的実
体が希薄あるいは無いために、この
「共通パタ ンー」の部分が、他分野に
比較しても特に重要となると考えら
れる。つまり、従来、それが IT の
本質だと思われていた電子装置とし
てのコンピュータにプログラムを実
装する部分は、多くの「特殊技術領
域」の one of them となり、これ
らすべてに共通するものが、IT シス
テム開発の本質となっているのであ
り、それが IBM がソフトウェアを超
えて、サービスの世界に踏み込もうと
している理由であり、Winograd 教
授 や Plattner 氏自身（d.school の
教員を務めている）のような IT の
大家が、ソフトウェア教育機関で
はない d.school で T- 型人間の育成
（nurture）に取り組んでいる理由な
のである。
　T-shaped people の T の縦棒は
無数にある。IT により、アイデア
がバーチャルなサイバー空間にお
ける既存資源の組み合わせで実現
できるようになり、しかも、その
既存資源が Web などを通し 30 年
前には想像さえできなかったほど
容易に入手できる現代では、ある
目的をもったプロジェクト実行の
ための「最適解」を求めるなら、ど
れとどの縦棒を利用すべきかとい
うことをプロジェクト開始前には
予測することが難しい。組み合わ
せのオプションが極めて多様であ
り、さらに技術革新のスピードが
速いため、プロジェクトの途中で
さえ使える縦棒の集合がどんどん
変化するからである。
　そのような状況では、縦棒の能
力をあらかじめ用意しておくこと
はできず、必要なときに必要な縦
棒を伸ばすための「幹」としての T
の横棒が、最重要スキルとなる。
これは「染み出し現象」により、多
くの「専門分野」に適合するのであ
るが、特定の装置・材料などの実
体を持たない IT 分野においては、
他の領域より、さらに妥当するの
である。
　つまり、「情報分野」と呼ばれて
いた分野の T- 型人材は、「情報技
術者」でありながら、「情報」を超え
る人材でなくてはならない。それ
が我々が意味する「高度 IT 人材」
であり、世界の最先端では、その
ような人材が必要とされ、実際に、
その「育成」の試みがなされている
のである。
　もちろん、このような人材の育
成は不可能と思えるほど難しい。
それは従来の意味での教育ではな
く、育成 (nurture) なのである。T
の横棒は科学技術動向 2006 年 10
月号 4）で著者が指摘した、明治時
代の外国人帝大教授、ベルツが強
調した「教室では教えることができ
ず、我々（お抱え学者たち）から直
接に学びとってもらうしない科学
の各分野の背後に潜みそれを支え
るギリシャ以来の精神」と似通った
ものと言えるからである。しかし、
そのような人材こそが競争力の要だ
としたら、どれだけ困難であろうと
もそのような人材を育成するしかな
い。だから、d.school では、通常
の教育システムからは異様と見える
方法を取りながら、T- 型人間の育
成が試みられているのである。
　そして、今、この「育成システ
ム」が米国からドイツに移転されよ
うとしている。2008 年3月に、ソ
フトウェア工学の教育機関だった
HPI の中に、d.school が開校され
たのである。Winograd 教授によれ
ば、Plattner 氏は「デザイン」能力
の欠如によりドイツの産業が凋落
することを憂慮しており、シリコ
ンバレーの人々が潤沢に持つ「デザ
イン」のセンスをドイツに移植する
ために、スタンフォードの d.school 
を作ったのだという。d.school に
おける育成ノウハウの数年の蓄積
の後、Plattner 氏は「デザイン」の
精神をドイツに移植しようとして
いるのである。
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　「個別専門分野としての IT」の教
育を超え始めた米国やドイツに比
較し、日本の高度 IT 人材育成の努
力はようやく始まったばかりであ
る。それどころか、「高度」が付かな
い一般の IT 人材の育成も日本では
十分とはいえない。従来の IT 人材
育成の議論は、人材の種類を考慮
しないものがほとんどであり、そ
のために大きな混乱が生じている。
話を整理するために、ここで、トッ
プ人材に限らない、日本の IT 人材
全体の情況について概観しよう。
４‐１
出遅れた日本
- 中堅人材も不足 -
　IT 人材には様々な類型がある。
これまで説明してきた高度 IT 人材
は、重要であっても、その多くの
類型の一つにすぎない。高度 IT 人
材の生み出す「構想」（アイデア）が
実現されるには、多くの場合、そ
の構想を戦略に落とし、プロジェ
クトに落とし、さらにはプログラ
ムに落とし、あるときには新しい
ハードの設計と開発に落とし、そ
して、それを展開・運営していく
という垂直の業務分担が必要であ
る。また、e-commerce などでみ
られるエンタープライズ型のソフ
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トウェアを生み出す技術、エンジ
ン制御などのリアルタイム組込ソ
フトウェアを生み出す技術が異な
るように、水平的領域棲み分け的
な差異も存在する。IT 人材の類型
は実に千差万別である。どのよう
な人材をどれだけ必要とするかは
社会ごとに違う。日本はどの部分
をどれだけ必要としているのか、
人材育成の政策を考えるなら、そ
こまで考える必要がある。
　しかし、現実には、このような
技術者の類型の整理さえ行われて
こなかった。これが IT 人材育成に
ついての議論を混乱させていたこ
とは否めない。昨年度、その類型
の整理の最初の一つと思われるも
のが、経済産業省の IT 人材育成に
ついての研究会が発表した資料 20）
の第4章に現れた ( 図表 2)。
　我々は、この分類に必ずしも賛
成していない。しかし、それでも、
これは非常に貴重な分類であると
考えている。その分類に従えば、
これまで我々が論じてきた高度人
材はクリエーション系人材と基本
戦略系人材の二つの側面を兼ね備
えた人材ということになる。我々
は、この二つが分離されていては、
十分なイノベーションを起こせな
いと考えるので、このレポートと
は立場が異なり、ミスリーディン
グではないかとも懸念している。
しかし、この研究会報告が、我が
国の IT 人材政策を考える場合、極
めて重要なたたき台を提供してい
ることは再度強調しておきたい。
また、総務省の人材育成について
の研究会報告 12）も、最近公開され
ている。これにも今後の議論を行
う上で重要な知見が盛り込まれて
いる。
　問題はあるものの、ひとまず、
この経済産業省の分類に従えば、
一般の人々が IT 人材という言葉
で連想する職種は、この図の「ソ
リューション系人材」であろう。企
業などが発注したシステムを、企
業の「要求どおり」に作り出すのが、
この種の人材の役目である。誤解
を恐れずにいえば、この部分がもっ
とも「基本的」「伝統的」な IT 人材
であり、「プログラマ」「システム・
エンジニア」「プロジェクト・マネー
ジャ」など呼ばれる人たちであり、
ソフトウェアやソフトウェア産業
に縁の薄い、一般の人々が IT 人
材と聞いて最も多く連想するのが、
このような人材であろう。
　我々の言う高度 IT 人材は、この
種の人材ではない。この種の人材
は、上に述べた垂直の業務分担で
言えば中堅以下の人材である。イ
ンドは、この部分に巨大な人的資
源を持ち、米企業が IT をインドに
オフショアする場合には、この部
分の人材を求めていると考えられ
る。IT 分野で他国を大きく引き離
している米国においても、この部
分がオフショアされているという
ことは、この部分は戦略的にはさ
ほど重要ではないと理解すること
もできる。実際、日本における IT
人材不足の議論に際して、「すべて
の業務を日本で行うことはない。
外国人技術者にまかせよう」という
意見があるが、IT 人材を、それが
IT 人材全体であると誤解され易い
「中堅ソリューション系人材」に限
定すれば妥当な意見といえる。実
際、オフショアは最近急速に伸び
ている。日本のベンダーが国内の
ニーズに応えられないのがその一
因とされ、ついに ｢IT 鎖国の終焉 ｣
図表 2　総務省研究会による「IT 人材の類型」分類
出典：参考文献 12)
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が訪れたともいわれている 21）。
　その工場の多くが 80 ～ 90 年代
に海外に移転した製造業からみれ
ば、この「海外移転」は当然のこと
にみえるかもしれないが、IT 産業
の場合は、製造業と大きく異なる
要素がある。世界的競争力をもつ
製造業の海外事業所の大半は、世
界に売るために生産している。と
ころが我が国のソフトウェアは、
ゲームソフトを除けば、100 対 1
の輸入超過なのであり、ほとんど
完全な「地域産業」なのである 8）。
その状況でオフショアが進むとい
うことは、日本の IT 産業、IT 人
材は、国内需要にさえ対応できて
いないということであり、日本の
IT 産業が世界水準以下であること
を強く示唆しているのである。実
際、次の 4-2 で示すように、それ
を示唆する具体的根拠が数多くあ
る。
４‐２
世界水準に達しない
日本の IT 人材
　経団連の IT 人材育成のチームの
主張のベースとなっているデータ
や調査結果は、書籍 11) として出版
されている。それには日本の IT 人
材や、その育成システムが世界標
準に達していないことを推測させ
る多くのデータや逸話が紹介され
ている。たとえば、育成システム（教
育）についていえば、日本では、専
門学校、短大、大学、大学院のど
の教育を受けているか、あるいは、
情報関係の学科を卒業しているか
否かで、IT 企業において必要とさ
れるスキルにほとんど差が無いと
いう（図表 3）。
　また、新卒就業者のうち、新卒
者用 IT 技術者研修を受けなくても
就業できる者は、全体では 1 割、
情報系や関連分野の卒業生では 2
割、IT 研修を受けても業務に従事
できないものが全体で 22％、情報
系や関連分野の卒業生では 16％で
あるという。著者の山下たちは、
22％と 16％の間に大きな差がない
ことを指摘し、情報教育の場で産
業界が求めているようなスキルの
教育が行われていれば、大学教育
のレベルですでに選別が行われる
はずなので 16％もの不適合者が出
ることはないのではないかと主張
している。
　経団連のチームは、この情況の
原因を日本の情報系の大学におけ
るカリキュラムや教育方法に求め、
規模的に IT 産業の中心を占める
IT サービス企業（ソフト開発企業）
のニーズと、日本の大学、海外の
大学での教育を比較し、そのギャッ
プを指摘している（図表 4）。
　これらの調査結果から何を読み
取るかは、慎重でなければならな
い。まず、これらの数字は自己申
告のアンケートにもとづいたもの
が多く、経団連チームもその客観
性に疑問の余地があることを認め
ている。また専門学校のカリキュ
ラムは即戦力を目指すものである
はずだが、図表 3 の調査結果で専
門学校卒業生にもスキルの優位が
認められないので、どのような教
育をしても同じようなものだとい
う解釈もありえる。統計的な手法
により、日本の大学等における情
報教育の情況を判断するには材料
が十分でないように思える。
図表 3　情報教育は役に立たない？
出典：参考文献 11)
出典：参考文献 11)
図表 4　情報工学教育ギャップ
経験なし　専門学校　高専　  短大　 大学　 大学院　その他
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0
3.1 3.0 3.2 2.9
3.2 3.3 3.2
I
T
S
Sレベル単純平均
・プロジェクトマネジメント
・モデリング手法
・設計手法　　　　など
・情報基礎理論
・プログラミング
・アルゴリズム など
・デジタル回路
・応用理論
・特殊応用分野 など
日本の大学の
カリキュラム
諸外国の大学
のカリキュラム
IT サービス企業
のニーズ
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　しかしながら、情報産業と大学
における情報教育に携わってきた
著者たちの経験と、今回行った調
査で聞いた現場からの声からして、
「日本の大学における情報系部局で
は、研究偏重のために、十分な職
業教育が行われていない」という経
団連のチームが参考文献 11）で示し
た判断は正しいと思われる。実は
大学においても相当数の教員は同
じ意見をもっている。日本の大学
において十分な IT 実践的教育が行
われていないということは、教育
現場に身を置くものならば反対で
きない事実である。
　これに対しては、大学時代は基礎
知識を身につけることが重要であ
り、いたずらに実用的スキルの教育
にはするべきではないという意見
もある。また、トップ大学の場合で
は、毎年生み出されるような技術者
の教育に多くの資源を割くべきで
はなく、極めて高度な人材を時たま
生み出せば良いという意見もある。
確かに、そういう教育方針で十分な
人材が生まれているのならば、基
礎研究偏重に問題はない。
　実際、そのような例がある。米
国 Stanford 大学計算機科学科は、
大学関係者の間では学生の面倒見
が悪く研究中心主義として知られ
ているが、一方で、この学科は、
世界的研究者だけでなく、Google
の創業者 Page、Brin のような数
十年に一度現れるかどうかの創造
的実務家を生み出し、さらには、
その Google など世界的企業の社
員として働くレベルの高度人材を
も数多く生み出している。
　日本の情報系学科でも、これと
同じことが起きていれば全く問題
はない。しかし、残念ながら、日
本に情報科学科、計算機科学科な
どの名称の情報中心の学科が生ま
れて数十年がたつが、Page、Brin 
レベルの人材は生まれていない。
それどころか「Google などの企業
が普通の従業員として常に相当数
リクルートしているような技術者
のレベルにおいても、日本の若手
人材は世界的水準に達していない」
という現場からの声を聞くことと
なった。
　我々は日米の Google を取材し、
同社が日本の若い人材をどのよう
に見ているかを聞いた。Google 
Japan においては村上憲郎社長に、
米国の Google 本社においては、
日本人唯一のマネージャ上田学氏
を取材した。この二人の共通する
意見は、Google にとって日本は大
きな市場であり、その大市場に対
応するために日本人技術者を雇用
したいが、残念ながら Google が
希望する水準の学生を確保するこ
とができない、ということであっ
た。上田氏によれば、インタビュー
の際に行う「こういうシステムを作
るとしたらどうするか。説明して
ください」という技術的質問に日本
の学生は十分答えられないという。
また、日本 Google の場合は、採
用した学生たちが結果的に東京大
学の 2 研究室に偏在しており採用
する側も驚いたという話と、希望
するだけの十分な数の技術者を確
保できないという悩みを村上社長
から聞かされた。
　また、IBM の元役員内永氏によ
る記事 22）によれば日本 IBM のソ
フトウェア研究所における「スキル
調査」において、新卒者たちが 50
項目のスキルの多くが ｢ 戦力 ｣ とな
るレベル 3（最高はレベル 5）に達
するのが入社 3 年後であるのに比
較して、米国やイスラエルの IBM
の研究所では、新入社員の過半数
がレベル 3 に達していたという。
　これら IBM、Google という二つ
の現場の声からすれば、日本のトッ
プ大学の卒業生は、国際的トップ
IT 企業が同年代の若者について期
待している能力を身に着けていな
いと判断せざるを得ないだろう。
　この節で論じてきたことからす
ると、日本の情報教育は、Page、
Brin レベルの超高度人材から、
Google、IBM などの世界トップ IT
企業で働くようなレベルの高度人
材、さらには、平均的 IT 企業で働
く普通のレベルの人材まで、ほぼ
すべてのレベルで、十分な実務人
材を生み出していないと考えざる
を得ない。
5  始まった日本の高度 IT 人材育成● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　我々は我が国における IT 人材不
足の問題を解決するには社会・国
家のレベルでの対応がぜひとも必
要であると考えている。この点で、
この数年にみられる経済産業省、文
部科学省、総務省、それらをリード
する内閣官房、そして、民からは経
団連の動きは注目に値する。この節
では、ようやく始まった日本の高度
IT 人材育成の動きから、直近の政
策を考えるときに特に重要と我々
が考える事例をいくつか紹介する。
５‐１
大学院新コース：
文部科学省と経団連の試み
　IT 分野を担当する省庁は、経済
産業省、文部科学省、総務省であ
る。今回の政府の高度 IT 人材育
成の動きの一つの特徴は、これら
関係省庁を、いわゆる e-Japan 構
想の一環として内閣官房 IT 戦略
本部が調整・リードしようとして
いる点である。ただし、IT 戦略
本部は戦略を担当するのであり、
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その実施は、経済産業省、総務省、
文部科学省の三省にゆだねられて
いる。この内、経済産業省、総務
省では、研究会の活動が主であり、
実質的な人材育成の政策の実行
は、主に文部科学省が行っている。
　その内で特筆すべきが、文部科
学省高等教育局専門教育課によっ
て実施されている「先導的 IT スペ
シャリスト人材育成推進プログラ
ム」である。このプログラムは平
成 18 年度から始まった事業であ
り、2006 年に公募が行われ、26
件の申請から、6 拠点（筑波、名
古屋、大阪、九州、慶応の各大学と、
各 2 ～ 8 程度のその連携校）が選
考された。また、19 年度にはセ
キュリティ分野の人材に重点を置
いて公募が行われ 2 件が採択され
ている。前者は 1 拠点年間 1 億円
程度の補助金が 4 年間継続で交付
される。後者では年間 8 千万円程
度がやはり 4 年間交付される。
　このプログラムは大学院修士課
程レベルでの人材育成を目指して
おり、各拠点において、従来の
修士課程と異なるトラックとして
技術者育成コースが組まれ、平成
19 年度に第一期生の教育が始ま
り、現在は 2 年次目の教育の実施
が進んでいる情況である。
　我々は、これらの拠点のうち、
九州大学大学院「社会情報システ
ム工学コース」と、筑波大学大学
院「高度 IT 人材育成のための実
践的ソフトウェア開発専修プログ
ラム」の 2 拠点を選択して取材し
た。この 2 拠点の他にも、「産」
と「学」の新しい連携の仕組み On 
the Job Learning（OJL) を 提 案
し、「学」主導で、産学の連携を積
極的に推進している名古屋大学大
学院の取り組みなど、注目すべき
拠点は多い。しかし、我々が選ん
だこれらの 2 拠点は、経団連「高
度情報通信人材育成プロジェク
ト」も推進するコースであり、経
団連からの講師派遣のサポートを
受けるなど「産」からの「学」への関
与が際立っており、この点である
べき未来像への良いテストケース
であると思われる。（文部科学省
と経団連のプロジェクトの関係で
あるが、九州大学と筑波大学が経
団連のプロジェクトとタッグを組
んで、文部科学省のプログラムの
公募に応じた、と考えればよい。）
５‐２
九州大学と筑波大学の事例
- 産学官の連携 -
　「先導的 IT スペシャリスト人材
育成推進プログラム」による新コー
スの位置づけは、各拠点ごとにお
いて一様ではなく学生のコース参
加の形も拠点により異なる。しか
し、違いはあるものの、2 コース
とも経団連の人材育成チームが、
事前にカリキュラムなどの設計を
行ったため、その教育システムは
類似している。これら 2 コース
の最大の特徴は、経団連関係企業
から派遣された常勤教員による、
Project Based Learning（PBL)を
教育の中心においている点であり、
その概要は、おおよそ次のようで
ある。
(1) 修士１年前期：入門用の PBL 教
材を使いプロジェクトの進め方
を学習。
(2) 修士１年後期：実際に「顧客」と
開発テーマを立てて PBL を実
施。プロジェクトによっては、
現実の企業や大学の部局が顧客
となり、開発されたものが現実
に使用されることもある。
(3) 教員がプロジェクトマネージャ
（プロマネ）役を務める。
(4)「顧客」、「プロマネ」が意図的に
「困難・障害」を発生させる。
(5) 企業などの社会人との交流に力
点を置いている。たとえば、企
業からの講師のオムニバス的派
遣による講義を実施していた
り、学外、特に企業からの参加
を前提とした PBL の成果発表
会を設定している。
(6) 学生がカリキュラム改善の場に
参加するシステムをもうけてい
る。
(7) コース独自の PC 環境、学生自
習用書籍、研究室（作業場、工場、
工房）の提供している。
　現在はまだ 2年目に入ったとこ
ろで、これらの成果を評価すべき
ときには来ていないが、プロジェ
クトの中には、すでに特許出願が
行われた事例や大学キャンパスに
おける電子鍵運用方式として採用
が検討されている事例が出てきて
演奏としてのプログラミング：我々は ITの競争力のポイントはプログラミングからデザインに移行していると論じ
た。しかし、世界最先端IT企業であるGoogle は社員の能力として、プログラミングを強調することで知られる。これは矛盾し
ていないのだろうか。実は真にイノベーティブなシステム開発ではプログラミング能力は非常に重要である。どう作って
よいかもわからないような革新的なソフトウェアを作り出すとき、自身がプログラマであれば、新しいアイデアを得たと
き、すぐさまそれをプログラムにして試してみることができる。これは、ピアノを弾ける作曲家ならば、新しい旋律が頭の
中に響いたとき、それを実際に演奏して確認できるのと同じことである。Googleが求めているのは、実現できる革新的アイ
デアである。例えれば、それは美しい新曲であり、社員には、作曲能力を支える演奏力を要求しているといえる。日本発の検
索ベンチャーとして知られる、（株）はてなの近藤社長は、そのブログで京都大学工学部情報学科を卒業しても Googleの採用
試験に落ちるという話を紹介し、東京大学と比較し、これを京都大学工学部情報学科でのプログラミング教育の手薄さの
ためかとしているが25）、そのプログラミング能力とは、このような創造性を支えるプログラミングと考えるべきだろう。
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いる。また、成果物のドキュメン
トには、現実社会での小規模なシ
ステム開発の相当数より品質が高
いと思わせるものが含まれている。
これらは開発方法を半年学んだだ
けの院生たちが、その後の半年で
達成した成果としては高く評価で
きるものである。これが修士の１
年目の取り組みであり、また、学
部で PBL に該当する教育を全く受
けていなかったことを考慮すると、
短期間に十分満足できる水準の成
果が得られていると言えるだろう。
　人材が育っていない日本でも潜
在的には人材は存在し、教育方法
さえ工夫すれば、図表 1、図表 2
の分類で言えばソリューション系
のプロジェクトマネージャクラス
の人材は十分育つだろうというこ
とを、これらのコースは証明して
いると考えられる。
５‐３
大学院新コースの課題と
発展性
　上記 2 大学の新コースの課題を
挙げるとすれば以下のようになる。
1.「先導的 IT スペシャリスト人
材育成推進プログラム」終了後
に、コースを維持できるか。
2.  中長期的に、現在の教育水準
を維持できるか。
3.  類似の人材育成を、少数の拠
点のみならず、他の大学に展
開していくことが可能か。
4.  プロジェクトマネージャクラ
スの人材は確かに育つだろう
が、2-2 で述べた「超」がつくよ
うなトップ人材の養成ができ
るか。
などである。次に、これらの内の
1 ～ 3 を検討しよう。
　1 のコースの継続性についてで
あるが、本プログラムの選定条件
として、「補助期間終了後、自立的
かつ発展的な運営が行われること
を前提とした上で、事業期間を含
む 10 年間の計画が明確であるこ
と」とされている注 3）。現場からは
不安の声もあったが、各拠点です
でに何らかの計画があるべきなの
だろう。また、人材育成の調整役
である内閣官房 IT 担当室からも、
教育においては継続性が重要性で
あるから、これを継続すべきだと
の意見があった。各拠点の努力を
期待したい。また、国はその努力
に応える予算措置などを配慮すべ
きであろう。
　2 と 3 に関しては大きな問題が
ある。九州大学および筑波大学の
2 事例では、PBL を実際に維持し
ているのは、経団連所属の企業か
ら派遣された常勤教員たちであり、
図表 5　九州大学 PBL 発表会から
図表 6　「お客様」のヒヤリングに臨む学生たち
手前が「お客様」（実際の企業）。（筑波大学大学院先導的 IT）
注3：同プログラムの公募資料
は http://www.mext.go.jp/a_menu/
koutou/it/index.htmにある。
提供：九州大学 深瀬准教授
提供：筑波大学 駒谷教授
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実際の講義や演習のほとんどは、
彼らのみで運営している状態であ
る。つまり、これらのコースでの
教育は、従来の大学の力ではなく、
主に外部から一時的に導入された
力により実施されているのである。
　企業からの講師派遣が定常的に
定着すれば、産学連携を深める上
で好ましいが、今のところ継続的
に運営される保証はない。また、
産学の継続的連携により現在の
コースが恒常的なものになったと
しても、産業界からの講師派遣に
依存する現在の状況をそのまま全
国展開することは不可能だろう。
一方、名古屋大学大学院の OJL
コースでは、企業との連携はある
ものの教育の主体は大学の教員が
担っている。日本全体で情報人材
が必要とされる規模を考えるとき、
名古屋大学の形態の方が現実的だ
ろう。ただ、既存大学の教員の中に、
九州大学や筑波大学のような PBL
レベルを実施しえる教員が必要数
だけいるかという点に疑問が残る。
５‐４
先行事例からの示唆
　この「現在の大学教員が九州大学
や筑波大学のような PBL を実施し
えるか」という問題を考える上で重
要な存在が、函館市にある、公立は
こだて未来大学での事例であろう。
公立はこだて未来大学は、芸術系の
要素を取り込んだ工学教育を行っ
ているユニークな公立大学であり、
実験室も「工房」と呼ばれている。こ
の大学で、従来から、学部 3 年生
に対して、筑波大学、九州大学大
学院の新コースに近い形の PBL
が実施されているのである。
　公立はこだて未来大学の PBL
は、その立ち上げの時期には、九
州大学の新コースを主に支援して
いる新日鉄ソリューションズから
支援を受けている。しかしながら、
現在は、企業と連携はするものの、
大学人により運営されている。し
かも、PBL が学長以下、教員団の
積極的支持を得ているという大き
な特徴をもっている。PBL が各研
究室の運営にプラスとなるという
意識が教員組織に共有されており、
さらに PBL の成果を各研究室の研
究支援に結びつける工夫がなされ
るなど、PBL を大学教育に融合さ
せる試みが継続的に行われている
のである。このことは、現在の先
導的 IT スペシャリストプログラム
の継続性と、全国への展開を考え
るとき極めて重要であろう。
５‐５
ナショナル・センター構想
　経団連は、現在、九州大学、筑
波大学を始めとする先導的 IT 人材
育成のためにナショナル・センター
を設置することを提言している 23)。
これは前記の「先導的 IT スペシャ
リスト人材育成推進プログラム」の
ような取り組みを、より安定的で
継続可能な形にするため推進体制
を国家戦略とし、ナショナル・セ
ンターという組織を梃
て
子
こ
として、
ようやく我が国でも立ち上がり始
めた実践的 IT 人材教育の全国的展
開を目指そうという案である。ま
た、実験の場として、ナショナル・
センター内に融合型専門職大学院
を設置することを提案している。
　ここで言うナショナル・センター
とは、具体的には以下を担うもの
とされている。
1. 実践 IT 教育に関する研究
2. モデルカリキュラムの策定と
推奨
3. 全国の大学と支援企業のコー
ディネーション・ハブ
4. 教育アセットマネジメント
5. Faculty Development
　このようなナショナル・セン
ターは、「先導的 IT スペシャリス
ト人材育成推進プログラム」の成
果や公立はこだて未来大学におけ
る「継続的 PBL 実施」のマネジメ
ント・メカニズムなどのノウハウ
を、十分生かすことが望ましい。
全国の関係大学の幹部や教員が、
センター付置大学院を一定期間訪
問することにより、上記のノウハ
ウを身に着けることができるよう
にする、あるいは、ナショナル・
センターにコンサルティングのシ
ステム、例えば教育拠点に出向い
て新教育システムの構築をサポー
トするようなシステムを構築す
る、などの案が考えられる。この
ようにできれば、現在はわずかな
拠点に限られている中堅 IT 人材
育成の全国展開は、それほど難し
いことではないだろう。大学が変
われば、中堅人材の育成・教育と
いう問題は、大幅に改善できると
思われる。文部科学省高等教育局
専門教育課では、「先導的 IT スペ
シャリスト人材育成推進プログラ
ム」の各拠点において得られた多
様な成果を、より効果的・効率的
に普及展開するための、「拠点間
教材等洗練事業」の実施を各拠点
に求めており、予算措置を伴う拠
点間教材等洗練事業も始動してい
るが、ナショナル・センターが設
置されれば、このような事業も容
易に達成できるだろう。
５‐６
超高度 IT 人材育成の問題
　しかし、このようなナショナル・
センターの設置だけでは 5-3 の問
題 4 の解決にはなっていない。九
州大学・筑波大学などの PBL 中心
の教育により、プロジェクト・マ
ネージャなどの中堅人材は、育つ
であろうが、現在、本当に必要な
のは CIO、あるいは、それを超え
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るような超高度 IT 人材である。そ
のような層が、PBL 中心の教育だ
けで育つかどうかには大きな疑問
がある。
　我々は、その懸念を経団連チー
ムに伝えたが、それに対しては、
まだ 1 年目であるため、そう見え
るがターゲットは、さらに高いと
いう説明を受けた。実際、PBL と
並行して実施されている経団連関
係者による九州大学のオムニバス
方式の講義は、企業 CIO 養成を強
く意識したものであった。また、
PBL の中には、グラミン銀行をテー
マとして、バングラデシュの技術
者との連携で実施するプロジェク
トもあった。このようなテーマを
設定して実施することは、まさに
我々がその必要性を強調する超高
度人材がなすべき仕事である。現
段階では、教員側が用意したテー
マに学生が応じたという形のよう
であるが、まだ 1 年目である。こ
のようなテーマを自ら提案するよ
うな学生が育つよう、大きな期待
をもってその行く末を見守ってい
くべきだと考えている。
　「先導的 IT スペシャリスト人材
育成推進プログラム」は、始まっ
てまだ 1 年目の段階で、企業や組
織のトップを要請するようなレベ
ルの教育の成果を問うことは無謀
であろう。すでに説明したように、
それらの人材が目指すべき T- 型人
間像とそのスキルは容易に捉える
ことができないものである。「先導
的 IT スペシャリスト人材育成推進
プログラム」の本当の成果がわかる
のは、このコースに参加する若者た
ちが社会の中心で活躍するように
なる時期を待たねばならない。この
重要な試みの将来を予想し、追跡す
るため、我々は引き続き継続して調
査することを計画している。
　しかし、世界の変化は、我々を
待ってはくれない。新コースが一
巡し、その成果が見えてから次の
行動を起こすのでは遅いように思
われる。「先導的 IT スペシャリス
ト人材育成推進プログラム」の貴重
な実験と同時並行して、ナショナ
ル・センターでは、真に高度な IT 
人材の教育も実施されるべきであ
ろう。真に高度なIT人材の教育が、
「先導的 IT スペシャリスト人材育
成推進プログラム」参加大学などの
主体的活動を中心として、それを
主導する内閣官房 IT 戦略本部の強
いイニシアティブのもとに実現さ
れることを望みたい。
５‐７
社会の変化が必要：
「社会問題」としての
「IT 人材問題」
　しかし、IT 人材の問題は、今ま
で論じてきたような「学」の改革だ
けで解決できるわけではない。IT
人材問題は、教育問題に留まらず、
出口としての産業界を含む、日本
の社会構造に起因する問題である。
「原因」と「結果」は複雑にカップリ
ングしており、実は「結果」が「原因」
でもある。IT 人材問題は、人材の
「生産地」の問題を改善するだけで
解決できるような単純な問題では
ないのである。
　大学教育が今のような形である
理由は、長年において、それが産
業界の多くの部分にとって都合の
良いものであったからであろう。
本当に都合が悪ければ産業界は
もっと早く腰を上げたはずだ。山
下たちが参考文献 11) で認めている
ように、日本の大学の情報系学科
が基礎研究偏重に傾いたのは、教
育は企業で行うというバブル崩壊
ころまでの企業のスタンスに、そ
れがマッチしていたのが一因だろ
う。著者も、企業の人事担当者か
ら、そのような意見を何度も聞い
た経験がある。最近になって経済
産業省と文部科学省の「産学人材育
成パートナーシップ」が発足する
など、この「慣習」に変化の兆候が
みられる。人材育成の大学教育が
変わるとき、同時に人材を受け入
れる産業界や社会にも変化が必要
である。我々は取材を通して、こ
のことを強く印象付ける事例を見
た。九州大学の学生をインタビュー
した際に、就職活動のため訪れた
企業で、コースの話をしたところ、
それは新人教育でやることだから、
必要ないといわれ、非常に落胆し
たという話を聞いた。筑波大学で
も、PBL 発表会で同様な企業から
のコメントが出され、ここでは学
生が強く反論し、企業の質問者を
たじろがせたという。また、公立
はこだて未来大学では、学生が良
い IT 企業に就職しても、IT 企業
での業務を理解できない親がその
ことを評価しないという悩みを聞
いた。良い人材を生み出しても、
それを受け入れる企業や社会の意
識が変化しなければ、優秀な若者
を潰すこととなる。人材育成の大
学教育が変わるときには、同時に
人材を受け入れる産業界や社会に
も変化が必要である。ごく最近に
なって経済産業省と文部科学省の
「産学人材育成パートナーシップ」
が発足するなど、従来の慣習には
変化の兆候も見られる。
　高度 IT 人材育成を日本社会に定
着させ、日本がイノベーションで
諸外国と対抗できるためには、法
律・習慣などを含む社会構造の変
更が必要である。では、その変化
を実現するのは、誰だろうか？こ
のような変化が起きるとき、社会
の大きな担い手である企業の役割
はもちろん重要である。しかし、
そのような変化を促すためには、
法律を変えることも必要となる。
近年の科学技術政策は法整備と密
接に関係している。例えば、欧米
ではベンチャー型の企業形態をサ
ポートするために、LLC という企
業形態を実現させるための法整備
がなされた。また、特許法を強化
すると、イノベーションが起きな
くなるという数理経済学の研究結
果もある。世界の知識をすべてス
37Science & Technology Trends  July  2008
日本の危機としての IT人材問題
キャンしようとするという Google 
Print (Google Book Search) の 計
画の前に立ちはだかったのは、ラ
イバル企業ではなく、著作権の問
題であった。
　これらの事例を考えれば、我々
の意味での高度 IT 人材、イノベー
ションを引き起こす人材、すなわ
ち、T- 型人材は、ロビー活動など
の政治的活動を、その開発プロジェ
クトの一部として行える人材であ
るべきである。そういう人材が企
業トップである可能性は当然とし
て、政治家・官吏・NGO や NPO 
などのトップの中にも、そのよう
な能力を持つ人材を確保すべきな
のではないだろうか。我々は、高
度 IT 人材育成を外部から阻む問題
を解決するのも、やはり高度 IT 人
材であろうと考える。
6  提言 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　日本の IT 人材育成の深刻な問題
と、それを引き起こした世界の変
化について論じ、また、この問題
を改善しようとする産学官の試み
について論じてきた。これらにも
とづいて、あるべき政策について
まとめる。
６‐１
先進産業国家として
生き延びるための IT 育成
　IT 先進国米国では、サービス・
サイエンス、T- 型人材などの新概
念により、従来の狭い意味での IT
を乗り越える IT が乗り越えていく
兆候が、其所此所にみられるよう
になっている。インド、韓国、中
国などの新興 IT 産業国家では、ま
だその段階には入っていないよう
だが、人材育成メカニズムが産学
官をあげて確立されており、また、
これら諸国が米国を手本としてい
ることを考えれば、それらが米国
と同じ高みに向けて登り始めるこ
とは時間の問題だろう。
　翻って日本においては、従来型
IT 人材の育成さえ十分に機能して
おらず、IT 業務のオフショアが進
み始め「IT 鎖国の終焉」と、それに
伴う、弱体 IT ベンダーの窮地が語
られ始めている。すべての IT 業務
を「内製」する必要はないが、2 節
での議論が正しければ、IT 分野の
人材育成を全く諦めることは、そ
の他の多くの産業分野に大きな負
の影響を与える可能性が高い。日
本が IT 産業で米国と互角なレベ
ルに達することは無理であっても、
少なくとも IT 以外の産業の競争力
維持のために、高度 IT 人材を育成
しなければならないだろう。80 年
代、我が国は第 5 世代コンピュー
タプロジェクトにより、IT の世界
でトップに出ることを目指したが、
現在求められているのはトップに
躍り出ることではなく、世界の水
準から滑り落ちないことである。
　したがって、高度 IT 人材育成は
国家的な急務かつ最重要課題であ
る。大学のみ、産業界のみ、ある
いは政府の一省庁のみが成すべき
こととして位置づけてはならない。
国の未来に関わる高度 IT 人材育成
は、内閣の IT 戦略の最重要課題と
して推し進めるべきである。官邸
が、本稿で提案したような意味で
の高度 IT 人材の不足を国家の危機
と捉え、強力なイニシアティブの
元に、この危機に対処すべきであ
る。この点において、内閣官房 IT
担当室が、人材育成のイニシアティ
ブを採ることは自然である。そし
て、学や産、そして、文部科学省
などの関連省庁は、官邸のイニシ
アティブの元、人材育成の実質を
担うべきである。
６‐２
新人材育成システムの
あり方
　日本の大学をドラスティックに
変化させることは難しい。必要と
あらば、新しい教育システムを、
既存の大学システムから切り離す
ことも考えるべきであろう。可能
な一つのオプションとしては、例
えば経団連が提案するナショナル・
センター付設の大学院を私立大学
にし、より自由性をもたせる。さ
らには、韓国で行われているよう
に、それを米国の大学の分校とし
て位置づけ、国内の学位ではなく、
米国の大学の学位を発行するとい
うことも考えるべきである。
６‐３
従来のIT分野の「外」に
教師を求める
　このような従来の教育システム
の枠にとらわれない発想を行えば、
現在の手詰まり状態を一気に解消
できる可能性もでてくる。狭い意
味の IT の概念を広げ、T- 型人間
の育成を考えるならば、必ずしも
教師が IT 分野の専門家である必要
はない。例えば、米国 d.school は
機械工学科の教育機関であり、工
業デザイン部門の教員なども多い。
つまり、狭い意味での IT 分野に限
らず、広い意味でのデザイナーを
育成するという意味では、国内に
も教員人材は少なくない。
　また、それでも国内に教師を
求められないのならば、海外から
教師を招聘すればよい。教師候
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補の不足という問題は一期に解決
できる可能性がある。たとえば経
団連が提案するナショナル・セン
ター付設の大学院は、米国連邦
政府の CIO 養成機関である CIO 
University のようにバーチャルな
大学とし、T- 字型育成を希望する
優秀な学生にチューターをつける
ことで、企業・大学の枠を超えて、
また国境も超えて T- 字型スキルの
養成を行う場を提供するという方
法が考えられる。チューターの役
割は、学生の適性を考慮して、日
本の各分野・各地あるいは世界中
から的確な教師を見つけ出し、そ
の教師のもとで学べるようアレン
ジすることである。例えば、年間
百名程度の選りすぐられた学生・
企業人・公務員・大学人などをナ
ショナル・センター付設の大学院
の学生とし、大学・企業・公的研
究機関・政府機関・NGO などの組
織を問わず、また国の内外を問わ
ず、優れた教師に、その教育をゆ
だねるのである。
　もちろん、このようなシステムは、
旧来の日本の教育システムと齟
そ
齬
ご
をきたす可能性があり、反対意見も
多いであろう。それを乗り越えるこ
とができるのは、現在の危機感を十
分に認識した官邸・政界・関係省庁
と、その支援を受けた産業界や一部
の大学の主体的な動きなのではな
いだろうか。
６‐４
産業界の役割
　IT 人材育成の対策において、現
在、もっとも能動的に活動し、周
囲へ影響を与え続けているのは経
団連であろう。米国、韓国、インド
などの人材育成機関では「産」の存在
が大きいことを考えれば、我が国で
も「産」に大きな期待をかけるのは自
然なことである。経団連の動きを国
は積極的に支援し利用すべきであ
ろう。また、経団連には、高度 IT
人材育成を次代の日本の繁栄に関
わる重要な国家的事業と認識して
積極的に「利用される」ことを望みた
い。
　現在、IT 産業、特にソフトウェ
ア産業は「3K 職場」とさえ呼ばれ忌
避されている。高度 IT 人材を生み
出す仕組みを作れたとしても、そ
の人材が働くべき職場が 3K では、
若者たちは見向きもしないだろう。
製造業のソフトウェア技術者には、
「日本の企業では未だに『メカ・エレ・
ソフト』と言い、『機械＞電気・電子
＞ソフト』という身分制度がある」と
嘆くものさえいる。このような意識
の改革や、重層的な下請け構造の
解消など、ソフトウェアを中心と
する IT 技術の地位向上を日本社会
全体で取り組む必要がある。そし
て、その取り組みの中心にあるべき
は、IT 人材を処遇する「産」であろ
う。経団連を始めとする産業界が日
本社会の意識改革と産業構造改革
の音頭取りとなることを強く望む。
また、政府は経団連などの民間の動
きを力強く支援すべきである。
６‐５
行政・政治・メディアの
高度 IT 人材の必要性
　最後に、内閣官房、総務省、経
済産業省、文部科学省、経団連な
どの構想・提案や人材育成プログ
ラムを検討して、一つ大きな懸案
として浮かび上がってきたことを
指摘して、この稿を終えたい。こ
れらの構想やプログラムにおいて
は、育成する人材のターゲットと
して、ほとんどすべての場合、産
業界が想定されており、米国の
CIO university にあたるような政
府・地方政府における CIO 人材の
育成についての言及が、ほとんど
無いのである。5-7 で論じたよう
に、日本における IT 人材問題は社
会問題なのであるから、それを真
に解決するには、政府組織やさら
には立法の場において IT を真に
理解する人々が必要である。また、
IT についての正しいイメージを国
民が広く持つためには IT を深く理
解するジャーナリストも必要であ
る。日本の新聞報道における IT 関
連記事の品質は信じられないほど
低い場合があり、その一因として、
情報学科卒業者がマスコミに就職
することがまれであることが指摘
されている。これに反して機械・
電気電子分野では、一定数の人材
がジャーナリストの道に進むため、
的確な記事が書かれることが多い
という意見がある。産業界のみな
らず、政界、官界、報道で活躍す
る高度 IT 人材も、日本の将来を考
える際には、考慮しなくてはなら
ないのである。
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